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第１章 計画の基本的事項 

 

１ 計画策定の趣旨 

地球温暖化は、私たちの生活や産業、生物の多様性に深刻な影響を与えるものであり、世

界の全ての国が協力していかなければ解決できない問題です。 

2015（平成 27）年には、新たな国際的枠組みである「パリ協定」が採択され、温室効果ガ

スの削減等の取組を世界各国が積極的に推進することが重要と合意されました。 

一方で、新興国の経済成長や世界人口の増加に伴い、資源・エネルギー、食料の需要が急

増しており、これらの将来的な不足が懸念される中、エネルギー・食料の多くを海外に依存

する我が国は、長期的視点から対応を図っていく必要があります。 

こうした中、我が国では、東日本大震災津波による原子力発電所事故を契機として、エネ

ルギー構造の転換に向けた動きが広がり、再生可能エネルギーの導入や、水素社会の実現に

向けた取組などが積極的に進められており、2020（令和２）年 10 月には、「2050 年までに温

室効果ガス排出を全体としてゼロにする、脱炭素社会の実現を目指す」ことが宣言されまし

た。 

自然環境や資源・エネルギー、社会基盤などを持続可能なものとして次世代に引き継いで

いくことは、私たちの使命です。 

  また、2020（令和２）年に感染拡大した新型コロナウイルス感染症では、経済・社会シス

テムやライフスタイルが変容するとともに、環境・経済・社会の複合的に絡み合う課題が浮

彫りになりました。ポストコロナ時代においては、環境と経済・社会を一体的に向上させる

ような新たな社会の構築が求められており、食料やエネルギーの供給を担う地方が底力を発

揮し、これらの課題解決に貢献することが期待されます。 

これらを踏まえ、県では、温室効果ガス排出量 2050（令和 32）年度実質ゼロを見据え、

本県の地域資源を最大限に活用し、地球温暖化対策に積極的に取り組むため、本計画を策定

するものです。 

 

２ 計画見直しの経緯 

○ 県では、岩手県地球温暖化対策地域推進計画（2005（平成 17）年６月策定。目標年

次：2010（平成 22）年）と新エネルギービジョン（1998（平成 10）年３月策定。目標

年次：2010（平成 22）年）及び省エネルギービジョン（2003（平成 15）年３月策定。

目標年次：2010（平成 22）年）の３つの計画を一本化し、2012（平成 24）年３月に岩

手県地球温暖化対策実行計画（以下「実行計画」という。）を策定し、2015（平成 27）

年度に見直しを行い、地球温暖化対策の施策を推進してきました。 

  ○ 2015（平成 27）年には、第 21 回国連気候変動枠組条約締約国会議（COP21）におい

て、世界の平均気温上昇を産業革命前と比較して２℃より十分低く抑え、1.5℃に抑え
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ることや、今世紀後半に温室効果ガス排出量を実質ゼロにすることを目標に掲げる「パ

リ協定」が採択されました。 

○ 世界各地で気温上昇が確認され、今後も上昇が予測される中、気候変動に対応するた

めには、温室効果ガスの排出を削減する温暖化の「緩和」に加え、気候変動により生じ

る様々な影響に対処し、被害を少なくする「適応」という２つの対策が必要であるとい

う考えから、2018（平成 30）年、地球温暖化による農作物への影響や災害、異常気象に

よる被害などを抑えることを目的とした「気候変動適応法」（平成 30 年法律第 50 号）

が施行されました。この法律では、「都道府県等は、その区域の状況に応じた気候変動

適応に関する計画（地域気候変動適応計画）を策定するよう努めること」とされたこと

から、本県では、実行計画第６章と岩手県気候変動適応策取組方針を合わせて、地域気

候変動適応計画として位置づけ、気候変動対策に取り組んできました。 

○ 地球温暖化への危機感が強まる中、本県では、2019（令和元）年 11 月に次期環境基

本計画の長期目標として「温室効果ガス排出量 2050（令和 32）年実質ゼロ」を掲げる

意向があることを表明しました。 

○ 2021（令和３）年３月には、2030（令和 12）年度に 2013（平成 25）年度比で温室

効果ガスを 41％削減することを目標に掲げた第２次実行計画を策定し、地球温暖化対

策の施策を推進してきました。 

○ 同年５月には、「地球温暖化対策の推進に関する法律」（平成 10 年法律第 117 号。以

下「温暖化対策推進法」という。）が改正され、パリ協定に定める目標及び 2050 年カー

ボンニュートラル宣言が基本理念として位置づけられるとともに、都道府県は地域の自

然的社会的条件に応じた環境の保全に配慮し、市町村が定める促進区域の設定に関する

基準を定めることができることとされました。 

○ 温暖化対策推進法の改正に伴い、同年 10 月には、地球温暖化対策計画が改定され、

2030（令和 12）年度の温室効果ガス排出量を 2013（平成 25）年度比で 46％削減するこ

ととされました。同時に、気候変動適応計画も改定され、防災、安全保障、農業、健康

等の幅広い分野で適応策が拡充されました。 

〇 2021（令和３）年度は、新型コロナウイルス感染症からの経済回復や、世界的な天候

不順、地政学的緊張などの複合的な要因により、エネルギー需給がひっ迫し、その後、

エネルギー価格が高騰し、本県においても灯油価格の上昇等の影響が生じました。 

〇 2023（令和５）年３月、国の動向等を踏まえて、第２次実行計画を改訂し、2030（令

和 12）年度の温室効果ガス排出量を 2013（平成 25）年度比で 57％削減することとしま

した。 

〇 2023（令和５）年５月、国において、熱中症対策の一層の推進を図るため気候変動適

応計画が変更されました。 

〇 2025（令和７）年２月に、国は、地球温暖化対策計画を改定し、「2050 年ネット・ゼ

ロ」の実現に向けた政策の継続性・予見性を高め、脱炭素に向けた取組・投資やイノベ

ーションを加速させ、排出削減と経済成長の同時実現に資する地球温暖化対策を推進す

るとしました。そこで、改定前の目標として掲げた 2030（令和 32）年度における温室



                            第 1 章 計画の基本的事項 

3 

 

効果ガスの 46％削減（2013（平成 25）年度比）に加えて、世界全体での 1.5℃目標と整

合的で 2050 年ネット・ゼロの実現に向けた直線的な経路にある野心的な目標として、

2035（令和 17）年度、2040（令和 22）年度に、温室効果ガスを 2013（平成 25）年度か

らそれぞれ 60％、73％削減することとしました。また、国は、第７次エネルギー基本計

画を策定し、エネルギー安定供給と脱炭素を両立する観点から、再生可能エネルギーを

主力電源として最大限導入するとともに、特定の電源や燃料源に過度に依存しないよう

バランスのとれた電源構成を目指していくこととしました。 

○ このような社会情勢の変化や国の動向、本計画に示す指標や施策の達成状況を踏まえ、

本県の強みである自然の豊かさと豊富な再生可能エネルギーのポテンシャルを生かし、

地域経済と環境に好循環をもたらす脱炭素社会の実現に向けた取組を進めるため、今般、

第２次実行計画を見直すこととしました。 

 

３ 計画の位置づけ 

〇 「いわて県民計画（2019～2028）」（2019（平成 31）年３月策定）の 10 の政策分野の

うち「自然環境」の政策項目に掲げる「地球温暖化防止に向けた脱炭素社会の形成」及

び「岩手県環境基本計画」の「環境分野別施策」の一つである「気候変動対策」を推進

するための計画です。 

  〇 「新エネルギーの導入の促進及び省エネルギーの促進に関する条例」（平成 15 年岩手

県条例第 22 号。以下「新エネ省エネ条例」という。）第９条の規定に基づく「新エネ

ルギーの導入の促進及び省エネルギーの促進」に関する基本的な計画です。 

  〇 温暖化対策推進法第 21 条第１項の規定に基づく「県の事務及び事業に関し、温室効

果ガスの排出量の削減等のための措置」に関する地方公共団体実行計画（事務事業編）

です。 

  〇 温暖化対策推進法第 21 条第３項の規定に基づく「区域の自然的社会的条件に応じて

温室効果ガスの排出の抑制等を行うための施策」を定める地方公共団体実行計画（区域

施策編）です。 

〇 気候変動適応法第 12 条の規定に基づく地域気候変動適応計画です。 

 

４ 計画の期間 

  岩手県環境基本計画と同様に、2021（令和３）年度から 2030（令和 12）年度までの 10 か

年計画とします。 

 

５ 計画の内容 

地球温暖化による世界の平均気温の上昇は、極端な高温、海洋熱波、大雨の頻度と強度の

増加を更に拡大させることが懸念されています。このまま地球温暖化が進むと、洪水、干ば
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つ、暴風雨など気候変動による影響が深刻化し、私達の健康、生活、社会、経済、自然環境

などあらゆる分野へ影響を及ぼす可能性があります。まさに、現代社会が直面する最も深刻

な課題の一つです。 

地球温暖化への対策として、気温上昇の原因となる人為的な温室効果ガスの排出削減対策

を行う「緩和策」と、既に生じている、あるいは、将来予測される気候変動の影響による被

害を防止・軽減する「適応策」があります。これらは、車の両輪の関係にあり、地球温暖化

対策の推進には両方の取組が必要です。 

本計画では、パリ協定の目標達成に貢献する観点から、計画期間を超えた長期的な目標と

して掲げた「温室効果ガス排出量の 2050（令和 32）年度実質ゼロ」を踏まえ、本県の自然

的社会的条件に応じて温室効果ガスの排出の抑制等を行うための施策を定める県の実行計

画（区域施策編）としての本計画に、県の事務事業に係る実行計画（事務事業編）、さらに

県内でも顕在化しつつある気候変動への適応計画を統合し、緩和策と適応策について総合的

かつ一体的に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１) 対象とする温室効果ガス 

   本計画で対象とする温室効果ガスは、温暖化対策推進法により削減の対象とされてい

る次の７物質とします。 

表 1-1 対象とする温室効果ガス 

ガスの種類 人為的な発生源 
地球温暖
化係数 

二酸化炭素（CO2） 主に家庭、産業、業務、運輸部門などにおける燃料
の燃焼に伴い発生する。また、CO2は、温室効果ガス全
体の約９割を占めており、温暖化への影響が大きい。 

１ 

メタン（CH4） 本県においては、主に稲作や家畜の消化管内発酵な
どの農業部門から発生している。その他、廃棄物処理
及び排水処理等でも発生する。 

28 

一酸化二窒素 
（N2O） 

本県においては、主に肥料の使用や家畜の排せつ物
などの農業部門から発生している。その他、燃料の使
用、廃棄物処理及び排水処理等でも発生する。 

265 

ﾊｲﾄﾞﾛﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ類 
（HFCs） 

エアゾール製品の噴射剤、カーエアコンや断熱発泡
剤などに使用。 

４～ 
12,400 

図 1-1 地球温暖化対策の取組 

温室効果ガスの増加 
化石燃料使用による CO2の 

増加など 

気候変動の影響 
生活、社会、経済、 

自然環境への影響 

気候変動 
気温上昇、降雨パターンの 

変化、海面上昇など 

緩和 

気温上昇、降雨パターンの 

変化など 

適応 

気温上昇、降雨パターンの 

変化など 
 岩手県地球温暖化対策実行計画（区域施策編） 

岩手県気候変動適応計画 
岩手県地球温暖化対策実行計画（事務事業編） 

第２次 岩手県地球温暖化対策実行計画 

○緩和とは： 気候変動の原因となる温室効果ガスの排出削減対策 

○適応とは： 既に生じている、あるいは、将来予測される気候変動の影響による被害の防止・軽減対策 
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ガスの種類 人為的な発生源 
地球温暖
化係数 

ﾊﾟｰﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ類 
（PFCs） 

半導体等製造用や電子部品などの不活性液体など
として使用。 

6,630～ 
11,100 

六フッ化硫黄 
（SF6） 

変電設備に封入される電気絶縁ガスや半導体製造
用などとして使用。 

23,500 

三フッ化窒素 
（NF3） 

半導体や液晶デバイスの製造装置の洗浄用ガスな
どに使用。 

16,100 

  ※ 地球温暖化係数：二酸化炭素の温室効果を 1 とした時の温室効果の強さを表す。大気中における濃

度当たりの温室効果の 100 年間の強さを比較したもの。 

※ 2023（令和５）年９月に改正された地球温暖化対策の推進に関する法律施行令（平成11年政令第143

号）により地球温暖化係数を更新しています。 

 

本計画では、日本国温室効果ガスインベントリ報告書1の分野等を参考に、温室効果ガス

排出量やその削減に向けた取組等について、部門に区分しています。 

主な部門は、次のとおりです。 

ア 産業部門 

製造業、農林水産業、鉱業、建設業におけるエネルギー消費に伴う排出です。 

  イ 業務部門 

事務所・ビル、商業・サービス施設等におけるエネルギー消費に伴う排出です。 

  ウ 家庭部門 

家庭におけるエネルギー消費に伴う排出です。自家用自動車からの排出は、「運輸部 

門」に含まれます。 

  エ 運輸部門 

自家用自動車を含む自動車、船舶、航空機、鉄道におけるエネルギー消費に伴う排出

です。 

 

 

(２) 再生可能エネルギーの定義 

本計画において、「再生可能エネルギー2」とは、エネルギー供給事業者によるエネルギ

ー源の環境適合利用及び化石エネルギー原料の有効な利用の促進に関する法律（平成 21

年法律第 72 号）第２条第３項に規定する「再生可能エネルギー源」を利用して得られる

エネルギーと定義します。 

なお、新エネ省エネ条例第２条に規定する「新エネルギー」のうち、エネルギー自給率   

の向上及び地球温暖化対策の観点から、その導入促進を図ることが特に重要なものとして、

次のものを「再生可能エネルギー」と位置づけるものとします。 

表 1-2 対象とする再生可能エネルギー 

電力利用 

 

 

太陽光発電 

風力発電 

水力発電 

 
1 日本国温室効果ガスインベントリ報告書：国立研究開発法人国立環境研究所「日本国温室効果ガスインベントリ報告

書」 
2 再生可能エネルギー：自然界で起こる現象から取り出すことができ、一度利用しても再生可能な枯渇しないエネルギ

ー資源のこと。太陽光、風力、水力、地熱、太陽熱、バイオマス等がある。 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B8%A9%E5%AE%A4%E5%8A%B9%E6%9E%9C
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電力利用 地熱発電 

バイオマス3発電 

海洋エネルギー発電 

熱利用 太陽熱利用4 

バイオマス熱利用 

地熱利用 

雪氷熱利用 

 

 

(３) 温室効果ガス吸収量の算定対象 

本計画における温室効果ガス吸収量の算定においては、森林吸収量のほか、海藻等を吸

収源とするブルーカーボンによる吸収量のうち算定が可能となったものを対象とします。 

そのうち、森林吸収量とは、京都議定書5で算定対象とされている森林の国全体における

吸収量のうち、本県分の吸収量のことをいいます。 

なお、京都議定書で森林吸収量の算定対象とされている森林は、新規植林、再植林及び

森林経営であり、その定義は、次のとおりです。 

表 1-3 算定対象とする森林の定義 

区 分 定       義 

新規植林 過去 50 年間森林でなかった土地に植林すること。 

再 植 林 1989（平成元）年 12 月 31 日時点で森林でなかった土地に植林すること。 

森林経営 1989（平成元）年 12 月 31 日時点で森林だった土地で、1990（平成２）

年１月１日以降にその森林を適切な状態に保つために人為的な活動（林齢

に応じて森林の整備や保全など）を行うこと。 

  ブルーカーボンその他の吸収源対策による吸収量については、今後、その算定が可能と

なったものを対象とします。 

 

 

※ 第２章以降に掲載する各種統計表及び排出量の推計値等については、端数処理の関係で

合計値が合わない場合があります。 

また、国の統計資料の遡及改訂等のため、過去の公表データと数値が異なる場合があり

ます。 

 
3 バイオマス：バイオ（bio＝生物、生物資源）とマス（mas＝量）からなる言葉で、再生可能な生物由来の有機性資源。

生物由来であっても、原油や石炭などの化石資源は含まれない。 
4 太陽熱利用：太陽の熱を使って温水や温風を作り、給湯や冷暖房に利用すること。戸建住宅用太陽熱温水器、ホテル、

病院、福祉施設など業務用建物でも使用されている。 
5 京都議定書：温室効果ガスの削減目標や達成期間を定めた法的拘束力のある国際協定。1997（平成９）年 12 月に京都

で開かれた第３回国連気候変動枠組条約締約国会議（COP3）で合意した 125 か国・地域が批准し、2005（平成 17）年２

月 16 日に発効した。 
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第２章 本県の地域特性 

 

１ 自然的、社会的特性 

(１) 気候                             

本県は東北地方の太平洋側に位置し、気候区分は太平洋側の気候とされ、県内には、

西側に奥羽山脈、東側に北上高地、それらの間にある北上川・馬淵川沿いの盆地的な平

野部があり、こうした地形的要因により様々な風向がもたらす天気の分布は、県内で一

様ではありません。 

盛岡市の年平均気温は 12.5℃で、県庁所在地では北海道札幌市に次いで低くなってい

ます。 

 

フェーン現象 春の好天時に南風が卓越する場合には、山越えした上空の風が地上付近に

降りてきて乾燥した高温（フェーン現象）となり、全国でも上位となる最高

気温を観測することもあります。 

ヤマセ 春から夏にオホーツク海高気圧が現れると、冷たく湿った東寄りの風（ヤ

マセ）によって沿岸部を中心に低温となり、曇りや小雨の天気となります。

この状態が続くことで冷夏となり、顕著な冷夏の年には梅雨明けが特定でき

ないまま季節が秋に進むこともあります。 

夏 夏に太平洋高気圧の勢力が強まると、南風と強い日射により北国とはいえ

猛暑日を記録するほどの暑さとなることもありますが、最低気温が 25℃以

上の熱帯夜となることは稀です。また、夏季の内陸では仙台湾方面から北上

川沿いに流入する湿った南風の影響により、夜間に曇りとなることが多く、

その雲は翌日の昇温によって消散します。 

冬 冬型の気圧配置で西寄りの風が卓越する場合は奥羽山脈沿いに雪が多く

降る日本海側の気候特性が見られる一方、内陸の平野部や沿岸では晴天とな

ることが多く、太平洋側の気候特性となります。冬型の気圧配置が緩み、日

本の南海上で発生する「南岸低気圧」が三陸沖を北上すると、低気圧に吹き

込む東よりの風によって沿岸部を中心とした大雪になることがあります。 

気温 盛岡の年平均気温は、全国の県庁所在地にある気象台の中で札幌に次いで

低い方から 2 番目の 12.5℃。統計開始から 2020 年までの盛岡の高温の記録

は 37.2℃(1924 年（大正 13）７月 12 日、2025（令和７）年８月３日)、低温

の記録は-20.6℃(1945（昭和 20）年１月 26 日)。 

県内では、最高気温が釜石の 38.8℃(1994（平成６）年８月 14 日)、最低

気温が薮川の-27.6℃(1988（昭和 63）年２月 17 日)。 

資料：盛岡地方気象台ホームページより岩手県作成 

 

 

上記は、都道府県庁所在地のデータを基に算出。ただし、埼玉県は熊谷市、東京都は千代田区、滋賀県は
彦根市における気象台の観測値で比較。最高気温は日最高気温の月平均の最高値を、最低気温は日最低気温
の月平均の最低値をそれぞれ記載。 

 年平均 

気温 

最高 

気温 

最低 

気温 

日照 

時間 
降水量 

降水 

日数 

岩手県（盛岡市） 12.5℃ 33.6℃ -4.8℃ 1913.3h 1453.0mm 125 日 

全国順位 46 位 32 位 2 位 41 位 25 位 11 位 

表 2-1 岩手県の気候の特徴 

表 2-2 県庁所在地（盛岡市）年平均気温等と全国順位 (2023（令和５）年度) 

 

資料：総務省「統計でみる都道府県のすがた 2025」より岩手県作成 

http://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/yougo_hp/kion.html#G29
http://www.data.jma.go.jp/obd/stats/data/mdrr/tem_rct/index_mxtem.html
http://www.data.jma.go.jp/obd/stats/data/mdrr/tem_rct/index_mxtem.html
http://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/yougo_hp/haichi1.html#C12
http://www.data.jma.go.jp/fcd/yoho/baiu/kako_baiu12.html
http://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/yougo_hp/haichi1.html#C14
http://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/yougo_hp/kion.html#G33-1
http://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/kurashi/netsu.html
http://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/yougo_hp/haichi3.html#C62
http://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/yougo_hp/haichi1.html#C30
http://www.data.jma.go.jp/obd/stats/etrn/view/nml_sfc_ym.php?prec_no=33&block_no=47584&year=&month=&day=&view=
http://www.data.jma.go.jp/obd/stats/etrn/view/rank_s.php?prec_no=33&block_no=47584&year=&month=&day=&view=
http://www.data.jma.go.jp/obd/stats/etrn/view/rank_s.php?prec_no=33&block_no=47584&year=&month=&day=&view=
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(２) 面積・地勢                             

本県は、東西約 122km 南北約 189km と南北に長い楕円形の形をしており、総面積は

1 万 5,275km2で北海道に次ぐ面積であり、全国総面積の 4.1％を占めています。 

県の西部は奥羽山脈、東部は北上高地が広がり、それらの間に県を縦断するように北上

川が流れ、県南には北上盆地が広がっています。三陸沿岸地域では、リアス海岸が広がっ

ており、良質な漁場となっています。 

このような地勢となっているため、総面積に対する可住地面積は 24.6％と全国 38 位と

なっています（「統計でみる都道府県のすがた 2025」(総務省統計局)）。 

 

(３) 人口及び世帯数等                             

本県の人口は 1997（平成９）年以降、2000（平成 12）年を除き減少し続けており、2024

（令和６）年 10 月１日現在の人口は 114 万 4,407 人となっています。 

一方、世帯数は、53 万 5,326 世帯（2024（令和６）年 10 月１日現在）で 1989（平成元）

年以降、増加傾向にあります。 

国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、何ら対策を講じなかった場合、本県の

人口は、2045（令和 27）年には 88 万 5,000 人と 2017（平成 29）年と比較して 29.5％の

減少、世帯数は 42 万 4,000 世帯と 2017（平成 29）年と比較して 19.2％の減少すること

が予測されています。 

また、2023（令和５）年現在の本県の高齢化率は 35.2％であり、全国で８位と高い水準

となっています（総務省「人口推計」）。 

 

 

 

図 2-1 岩手県の人口及び世帯数の推移と将来予測 

資料：「岩手県統計年鑑」「国立社会保障・人口問題研究所将来推計人口、世帯数将来推計」 

より岩手県作成 
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(４) 経済活動                             

本県の 2022（令和４）年度の一人当たり県民所得は 270 万９千円であり、国の一人当た

り国民所得 327 万４千円と比較すると、82.7％の水準となっています。 

県内総生産（名目）から見た本県の産業構造の構成比は、第一次産業（農林水産業）が

3.1％、第二次産業（鉱業、製造業及び建設業）が 25.7％、第三次産業が 70.3％となって

います（県民経済計算の経済活動別分類による）。 

2020（令和２）年の新型コロナウイルス感染症の世界的流行により、世界経済や日本経

済はもとより、県内の経済にも深刻な影響が及びました。 

その後、本県経済は、製造業、卸売・小売業、宿泊・飲食サ－ビス業の総生産が増加し

たことなどにより、名目経済成長率は前年度比 2.5％の増加となりました。 

なお、経済成長と二酸化炭素の排出量には、強い正の相関関係が見られるとされてきま

したが、近年になって、その正の相関関係が見られなくなる「デカップリング1」が起きて

いるのではないかと指摘されており、本県でもこの傾向が伺えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
1 デカップリング：経済成長と環境負荷のデカップリング（decoupling）は、2001（平成 13）年の経済協力開発機構

（OECD）環境大臣会合で採択された「21 世紀初頭 10 年間の OECD 環境戦略」の主な目標の一つ。環境分野では、環境負

荷の増加率が経済成長の伸び率を下回っている状況を指す。 

資料：「岩手県県民経済計算年報」 

図 2-2 岩手県における経済成長率（名目）の推移 

 

図 2-3 岩手県内総生産（名目）に対する主要経済活動別増加寄与度の推移 

資料：「岩手県県民経済計算年報」 
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(５) 自動車交通                             

2024（令和６）年度の県の総面積１㎢当たりの人口密度は 74.9 と全国で北海道に次い

で低くなっており、広大な県土を有する本県では自動車が生活に欠かせない乗り物となっ

ています。 

本県の自家用自動車保有台数は、2024（令和６）年度末で 73 万 2,336 台となっており、

世帯当たりの保有台数は 1.369 台（全国 17 位）となっています。 

次世代自動車2の保有車両数は、2024（令和６）年度末で 15 万 785 台と前年の 14 万 221

台と比較して、10,564 台(7.53％)増加し、東北６県では、宮城県、福島県、山形県に次ぐ

保有車両数となっていますが、全国と比較すると低い水準となっています。 

通勤・通学者で自家用自動車のみを利用する者の割合は 73.1％で、全国平均の 46.9％

を大きく上回っており、自動車の利用が多くなっています（総務省「令和２年国勢調査」）。 

 

 

 

 
2 次世代自動車：窒素酸化物（NOx）や粒子状物質（PM）等の大気汚染物質の排出が少ない、又は全く排出しない、より

燃費性能が優れている自動車（ハイブリッド自動車、電気自動車、プラグインハイブリッド自動車、燃料電池自動車、ク

リーンディーゼル車、CNG（圧縮天然ガス）自動車等）のこと。 

資料：岩手県 

図 2-4 岩手県内総生産と総生産当たりの二酸化炭素排出量の推移 

図 2-5 岩手県の自家用乗用車保有台数と世帯数の推移 

資料：自動車検査登録情報協会資料より岩手県作成 
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（台） 

 
ハイブリッド 

プラグイン 

ハイブリッド 
電気 

クリーン 

ディーゼル 
ＣＮＧ 燃料電池 

合計 

台数 

次世代自動

車導入率 

青森 113,762 2,329 880 6,955 0 2 123,928 24.9% 

岩手 138,209 2,738 1,537 8,301 0 0 150,785 29.3% 

宮城 310,219 5,210 2,972 14,481 9 135 333,026 33.9% 

秋田 113,958 2,133 1,423 5,358 0 0 122,872 31.5% 

山形 139,819 3,000 2,123 7,304 0 6 152,252 32.3% 

福島 277,007 5,819 4,409 12,687 1 470 300,393 33.4% 

東北計 1,092,974 21,229 13,344 55,086 10 613 1,183,256 31.5% 

全国計 13,657,340 287,744 221,569 721,254 3,602 8,673 14,900,182 32.3% 

 

 

 

(６) 生活                             

① 住宅 

2023（令和５）年度の本県の着工新設住宅比率3は 1.3％で全国 15 位と全国平均を

上回っています。また、持ち家比率は 70.3％で全国 14 位、一戸建住宅比率は 72.2％

で全国 12 位と全国平均を上回っています。 

一方、共同住宅比率は 24.9％で全国 37 位となっており、全国平均を下回っていま

す。住宅の敷地面積は 361 ㎡で全国３位と高い水準になっています。 

また、住宅の満足度については、住宅の要素別では、｢高齢者への配慮（段差がな

い等）｣、「断熱性」、「エネルギー消費性能（光熱費の節約）」、｢地震に対する安全性｣、

「いたみの少なさ」に対する不満が高い傾向にあります。 

 

表 2-4 持ち家比率等及び住宅の敷地面積と全国順位 

 岩手県 全国 全国順位 

着工新設住宅比率 1.3％ 1.4％ 15 

持ち家比率 70.3％ 60.9％ 14 

一戸建住宅比率 72.2％ 52.7％ 12 

共同住宅比率 24.9％ 44.9％ 37 

住宅の敷地面積 361 ㎡ 252 ㎡ 3 

 

 

 

 

 
3 着工新設住宅比率：住宅の新築、増築又は改築によって新たに造られる住宅の戸数を、普段、人が居住している住宅数

で割ったもの。 

資料：総務省「統計でみる都道府県のすがた 2025」より岩手県作成 

表 2-3 次世代自動車県別保有車両数（東北６県 2024（令和６）年度末） 

資料：国土交通省「運輸要覧」より岩手県作成 
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② 消費実態 

本県と全国の単身又は二人以上の世帯の１か月当たりの消費支出とその内訳を比

較すると、光熱・水道費が割合、金額ともに全国を上回っており、交通・通信費の

割合も全国を上回っています。 

図 2-6 住宅の各要素の不満率（岩手県） 

           資料：国土交通省「住生活総合調査（速報集計）結果（令和５年）」 
より岩手県作成 
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費目 

岩手県（単身） 全国（単身） 岩手県（二人以上） 全国（二人以上） 

金額

（円） 

構成比

（％) 

金額

（円） 

構成比

（％) 

金額

（円） 

構成比

（％) 

金額

（円） 

構成比

（％) 

消費支出 138,743  100.0  160,154  100.0  274,625  100.0  279,066  100.0  

食料 34,049  24.5  40,130  25.1  74,083  27.0  76,646  27.5  

住居 22,015  15.9  27,694  17.3  16,828  6.1  19,702  7.1  

光熱・水道 14,147  10.2  10,348  6.5  25,282  9.2  20,378  7.3  

家具・家事用品 3,543  2.6  4,695  2.9  10,724  3.9  9,915  3.6  

被服及び履物 5,075  3.7  5,905  3.7  11,421  4.2  11,119  4.0  

保健医療 7,702  5.6  6,992  4.4  14,137  5.1  14,188  5.1  

交通・通信 21,460  15.5  21,850  13.6  45,370  16.5  40,558  14.5  

教育 - - 36  0.0  4,916  1.8  11,232  4.0  

教養娯楽 12,883  9.3  18,780  11.7  22,821  8.3  27,284  9.8  

その他の消費支出 17,869  12.9  23,724  14.8  49,043  17.9  48,045  17.2  

 

また、高効率な省エネルギー機器である高効率給湯器4、LED 照明器具の普及率は、

ともに全国より低い水準となっています。 

灯油の消費量は、全国４位（県庁所在地比較）と高く、全国平均の約４倍となって

いるほか、昨今、灯油価格の上昇が見られています。 

 

 

 

表 2-7 灯油の購入数量と県庁所在地順位 

順位 市名 購入数量（ℓ） 

1 青森市 898.98 

2 札幌市 729.36 

3 秋田市 584.36 

4 盛岡市 572.13 

5 山形市 426.92 

 全国平均 146.77 

 

 
4 高効率給湯器：省エネルギー性能の優れた給湯器で、高効率冷媒 CO2 ヒートポンプ給湯器（エコキュート）や潜熱回

収型高効率ガス給湯器（エコジョーズ）などがあり、省エネルギー効果が高く、二酸化炭素排出量も抑えることができ

る。 
5
 コージェネレーションシステム：発電に際し、電力に併せ同時に得られる熱も有効利用する仕組み。家庭用には都市

ガスや LP ガスを燃料に発電と給湯を行う「エネファーム」があり、エネルギーの有効利用による二酸化炭素排出削減が

期待できるほか、停電時の電力源として活用することができる。 

 太陽熱温水器 
太陽光発電 

システム 
高効率給湯器 

家庭用コー

ジェネレー

ションシステ

ム5 

家庭用 

エネルギー 

管理システム 

LED 照明器具 

（電球・蛍光

灯を除く） 

普及率 順位 普及率 順位 普及率 順位 普及率 順位 普及率 順位 普及率 順位 

岩手県 1.4％  36 4.9％  30 15.7％  41 0.1％  43 1.6％  8 21.0％  44 

全国 2.9％    5.1％    19.9％    0.8％    1.0％    30.0％    

資料：総務省「2019 年全国家計構造調査」より岩手県作成 

資料：総務省「平成 26 年全国消費実態調査」より岩手県作成 

表 2-5 １か月平均消費支出と内訳（単身・二人以上の世帯） 

 

 

 

表 2-6 主要耐久消費財の普及率と全国順位 

資料：総務省「家計調査」より岩手県作成 
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③ 県民意識 

 2025（令和７）年の県の施策に関する県民意識調査6によると、地球温暖化防止に

ついて行動している人の割合は 77.6％となっています。 

行動の内容は、「食事は残さず食べるなど生ごみを減らす」が 92.6％と最も多く、

次いで、「不要なときはテレビや照明などのスイッチを切る」の 91.0％となってい

ます。 

 一方、「外出はできるだけ自動車の利用を控え、自転車や公共交通機関を利用する」

が 26.3％と低い割合となっています。 

  

 
6 県の施策に関する県民意識調査：「いわて県民計画（2019～2028）」に基づいて実施する県の施策について、県民がど

の程度の重要性を感じ、現在の状況にどの程度満足しているか、また、どの程度幸福度を感じているか等を把握するため

毎年実施している調査（調査対象-対象者数：県内に居住する 18 歳以上の男女個人-5,000 人） 

図 2-7 民生用灯油店頭価格（岩手） 

資料：経済産業省「石油製品価格調査」より岩手県作成 
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資料：「令和７年県の施策に関する県民意識調査」 

図 2-9 行動の内容 

図 2-8 地球温暖化防止について行動している人の割合 
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２ 地域資源 

(１) 再生可能エネルギーのポテンシャル                             

本県では、全国初の地熱発電所が立地するなど、従来から再生可能エネルギーの積極的

な導入促進を図ってきました。 

本県の再生可能エネルギー推定利用可能量は、陸上風力と地熱が全国２位、洋上風力が

全国６位であり、全国的にも優位な地域資源を有しています。 

また、大規模な火力・原子力発電所施設が東北６県で立地していない唯一の県です。 

  

   表 2-8 岩手県の再生可能エネルギーの推定利用可能量（発電のみ抜粋） 

種 別 
推定利用 

可能量 

全国順位 

(１位の県) 
算定根拠（シナリオの概要） 

太陽光 ７億 kWh 29 位(東京都) 
戸建住宅に３kW,工場は建築面

積に設置係数を乗ずるなど 

陸上風力 209 億 kWh ２位(北海道) 
地上高 80m の風速 7.5m/s 以上

など 

洋上風力 15 億 kWh ６位(北海道) 
地上高 80m の風速 8.5m/s 以上

など 

中小水力 ４億 kWh 17 位(富山県) 建設単価 100 万円/kW 未満など 

地熱 11 億 kWh ２位(北海道) 
法規制にかからない地域で「地

域資源密度分布図」より算出など 

計 246 億 kWh ２位(北海道) 
 

    ※ 洋上風力は、着床式、浮体式の合計値 

 

         出典：総務省「平成 23 年３月緑の分権改革推進会議 第四分科会」資料より岩手県作成 
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(２) 農水産業                             

本県の農業産出額は 2,975 億円(2023（令和５）年)で、東北２位、全国９位となってい

ます。広大な農地や変化に富んだ気象条件など農業資源に恵まれ、各地域で立地特性を生

かした多彩な農業が展開されており、我が国の食料供給基地としての役割を担っています。 

また、漁業産出額は 420 億円(2023（令和５）年)で、東北３位、全国 13 位となってい

ます。リアス式海岸の静穏海域や水産物の生育に適した岩礁に恵まれ、アワビが全国１位

(全国シェア 19.9％)、ワカメ類(養殖)が全国２位（同シェア 27.0％）、コンブ類(養殖)が

全国３位（同シェア 0.4％）となっています。 

 

          表 2-9 岩手県の農業及び漁業の産出額(令和５年) 

種別 産出額 
東北 
順位 

全国 
順位 

備考 

農業 2,975 億円 ２位 ９位 

 

－ 

 

漁業 420 億円 ３位 13 位 

アワビ全国第 1 位(シェア 19.9％) 

ワカメ類(養殖)全国２位（シェア 27.0％） 

コンブ類(養殖)全国３位（シェア 0.4％） 

 

 

 

(３) 森林資源                             

本県の森林面積は約 117 万ヘクタールであり、総面積 153 万ヘクタールの 77％を占め

ています。これは、全国で北海道に次ぐ面積であり、本州一森林に恵まれています。 

また、林業産出額は、192 億円(2023（令和５）年)であり、全国におけるシェアは４％

で、全国５位となっています。 

県では、豊富な森林資源を活用し、全国に先駆けて木質バイオマス7エネルギーの利用

に取り組んできており、木質バイオマス発電所が各地に整備されているほか、民間事業者

による熱利用の取組も進められています。 

 

表 2-10 岩手県の林業産出額(令和５年) 

種別 産出額 全国順位 備考 

林業 192 億円 ５位 全国シェア４％ 

資料：農林水産省「生産林業所得統計」より岩手県作成 

 
7
 木質バイオマス：木材からなる再生可能な、生物由来の有機性資源（化石燃料は除く）のことで、木の伐採や造材の

ときに発生した枝、葉などの林地残材、製材工場などから発生する樹皮やのこ屑などのほか、住宅の解体材や街路樹の剪

定枝などの種類がある。燃焼させても実質的に大気中の二酸化炭素を増加させないカーボンニュートラル（バイオマスを

燃焼させエネルギー利用を行った場合は二酸化炭素が発生するものの、植物が生長することにより二酸化炭素を吸収する

ことによって、全体でみると二酸化炭素の量は相殺されるという考え方）という特性を有している。 

資料：農林水産省「生産農業所得統計」、「海面漁業・養殖業生産統計」より岩手県作成 
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第３章 地球温暖化の現状と課題 

 

１ 地球温暖化の現状 

(１) 地球温暖化                             

地球温暖化とは、地表面付近の大気や

海洋の平均温度が長期的に上昇する現象

であり、人間活動に起因する石油や石炭

などの化石燃料の消費で発生する温室効

果ガスの排出量の増加が最大の原因とさ

れています。 

2024（令和６）年の世界の平均気温

（陸域における地表付近の気温）の基準

値（1991〜2020 年の 30 年平均値）から

の偏差は＋0.91℃で、1880（明治 13）年

の統計開始以降、最も高い値となりまし

た。世界の年平均気温は、様々な変動を

繰り返しながら上昇しており、長期的に

は 100 年当たり 0.91℃の割合で上昇して

います。 

また、2024（令和６）年の我が国の平

均気温（陸域のみ）の基準値（1991（平成３）～2020（令和２）年の 30 年平均値）から

の偏差は＋1.48℃で、1898（明治 31）年の統計開始以降、最も高い値となりました。日

本の年平均気温は、様々な変動を繰り返しながら上昇しており、長期的には 100 年当た

り 1.40℃の割合で上昇しています。特に 1990 年代以降、高温となる年が頻出していま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1 温室効果ガスと地球温暖化メカニズム 

資料：全国地球温暖化防止活動推進センターホームページ 

図 3-2 世界の年平均気温偏差 

図の細線（灰色）は各年の平均気温の基準

値からの偏差、青線は偏差の５年移動平均

値、直線（赤）は長期変化傾向を表す。基準

値は 1991（平成３）～2020（令和２）年の

30 年平均値を指す。 

平均気温は、陸域のみの平均 

 

資料：気象庁ホームページ 
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本県の場合、盛岡では100年当たり1.9℃（1924～2023年）の割合、宮古では100年当たり0.8℃

（1884～2023年）の割合、大船渡では100年当たり3.0℃（1964～2023年）の割合で年平均気温

が上昇しています。 

 

図3-4 盛岡、宮古、大船渡の年平均気温の推移   

 
 

 

 

図の細線（灰色）は各年の年平均気温（℃）、青線は５年移動平均値、直線（赤）は長期変化傾向を表

す。宮古は、1939年１月に観測場所を移転したため、移転の影響を取り除く補正を行っている。また、宮古

と大船渡の2011（平成23）年の値は、資料不足値のため用いない。気温の上昇率に違いがある理由として、

都市化の影響や統計期間の違いが考えられるもの。 

資料：盛岡地方気象台 

 

 

図 3-3 日本の年平均気温偏差 

図の細線（灰色）は各年の平均気温の基準

値からの偏差、青線は偏差の５年移動平均

値、直線（赤）は長期変化傾向を表す。基準

値は 1991（平成３）～2020（令和２）年の

30 年平均値を指す。 

平均気温は、陸域のみの平均 

 

資料：気象庁ホームページ 



第 3 章 地球温暖化の現状と課題 

20 

 

地球温暖化が原因の一つと言われる異常気象が、近年、世界各地で発生しており、我が国

でも大型台風の襲来、甚大な豪雨被害に見舞われ、多くの尊い人命が失われているほか、そ

の復旧のため、国や地方自治体に大きな財政負担が生じています。 

本県においても、台風や豪雨により甚大な被害が生じているとともに、地球温暖化による

農作物の品質低下や漁獲量の減少などのほか、野生鳥獣の生息域の変化、熱中症の増加など、

県民生活への広範な影響が出始めています。 

地球温暖化に歯止めがかからず、世界の気候が非常事態に直面しているとの認識のもと、

県では 2021（令和３）年の「いわて気候非常事態宣言」により、オール岩手で気候変動対策

に取り組むことを宣言しました。 

 

表 3-1 主な異常気象と被害状況 

 異常気象 発生時期、被害状況 

世

界 

北米 熱帯低気圧（ハリケーン（IAN）） 2022（令和４）年９月、米国南東部、死者数 100

人以上 

北米 高温による森林火災 2023（令和５）年、カナダ、18.5 万平方キロ

メートル焼失 

アフリカ 大雨 2023（令和５）年９月、ソマリア、死者数 12,350

人以上 

南米 高温 2023（令和５）年 11 月、ブラジル、44.8℃を

観測（ブラジル国内の最高気温を更新） 

アジア 大雨・洪水 2023（令和５）年６月～８月、アフガニスタン

～インド、死者数 1,010 人以上 

欧州 高温 2022（令和４）年７月、欧州西部、スペイン

43.6℃、フランス 39.4℃、イギリス 40.3℃を

記録 

日

本 

平成 30 年７月豪雨 2018（平成 30）年７月、西日本中心、死者数 237

人、約 6,800 件の家屋全壊、被害額１兆 1,580

億円 

令和元年東日本台風（台風第 19 号） 2019（令和元）年10月、死者107人、約3,200件

の家屋全壊 

令和２年７月豪雨 2020（令和２）年７月、熊本県中心、死者数84

人、約1,600件の家屋全壊、被害額約6,000億円 

令和３年８月の大雨 2021（令和３）年８月、西日本から東日本の広

い範囲で大雨、死者数13名、26水系68河川で氾

濫・浸食 

猛暑 2024（令和６）年記録的高温(平均気温平年差

東日本＋1.7℃)、全国で熱中症による救急搬

送人員累計 9.8 万人 

世界は 2022（令和４）年から、日本は 2018（平成 30）年からの主な事例を記載。 

 

 

 

 

 

 

 

資料：環境省「令和７年度版環境白書」等を基に岩手県作成 
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表 3-2 岩手県の主な災害内容と被害状況 

災害内容 発生時期、被害状況 

低 気 圧 に よ る    

大雨・洪水 

2013（平成 25）年８月、死者２人、

床下床上浸水被害 1,446 世帯、被

害額約 200 億円 

平成 28 年台風第 10

号に伴う大雨・洪水 

2016（平成 28）年８月、死者 28

人、床下床上浸水被害 1,594 世

帯、被害額 1,429 億円 

令和元年台風第 19

号に伴う大雨、洪水 

2019（令和元）年 10 月、死者３

人、床下床上浸水被害 1,176 世

帯、被害額 303 億円 

令和６年台風第５号

に伴う大雨、洪水 

2024（令和６）年８月、床下床

上浸水被害 14 世帯、被害額約

34 億円 

低 気 圧 に よ る    

大雨、洪水 

2024（令和６）年８月～９月、

床下床上浸水被害 96 世帯、被害

額約 70 億円 

令和７年大船渡市林

野火災 

2025（令和７）年２月～４月、

大船渡市、2,900 ヘクタール消

失、死者数１名 

  資料：岩手県 

写真：平成 28 年台風第 10 号による道路被害

の状況(岩泉町) 

(岩泉町) 
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(２) エネルギー需給                             

世界のエネルギー消費（一次エネルギー）は、経済成長とともに増加しており、石油換

算では、1965（昭和 40）年の 37 億トンから年平均 2.4％で増加し、2023（令和５）年に

は 148 億トンに達しました。 

また、2000 年代以降、先進国（OECD 諸国）では伸び率が鈍化していますが、中国やイ

ンド等を中心に、アジア大洋州における消費の伸びが顕著となっています。 

次に、世界のエネルギー消費をエネルギー源別で見ると、近年、急速に伸びているのが、

太陽光や風力等の再生可能エネルギーです。これは、気候変動問題への対応や設備価格の

低下等を背景に導入が進んでいるものであり、今後もシェア拡大が予想されています。 

 

図 3-5 世界のエネルギー消費の推移（地域別、一次エネルギー消費） 

 

 
 
 
 

図3-6 世界のエネルギー消費の推移（エネルギー源別、一次エネルエネルギー消費） 

 

  

Energy Institute 「Statistical Review of World を基に作成 

資料：経済産業省「エネルギー白書 2025」 

 Energy Institute「Statistical Review of World Energy 2024」を基に作成 

資料：経済産業省「エネルギー白書 2025」 
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２ 地球温暖化対策をめぐる動向 

(１) 国際的な動向                             

○ IPCC 第５次評価報告書・統合報告書（2014（平成 26）年 11 月） 

気候変動に関する政府間パネル1（以下「IPCC」という。）の第５次評価報告書では、

産業革命以降、大気中の二酸化炭素濃度は急上昇し、その主な要因は経済活動を通じた

人為起源の二酸化炭素排出量の急増であり、これに伴い世界の平均気温も上昇傾向にあ

ることが指摘されています。 

また、今後の気温上昇は、二酸化炭素の累積排出量によって決められ、排出抑制の追

加努力がない場合、今世紀末（2081 年～2100 年）には、1850 年～1900 年平均と比較し

２℃を上回る可能性が高いと予測されています。 

 

○ SDGs・持続可能な開発のための 2030 アジェンダ（2015（平成 27）年９月採択） 

  2015（平成 27）年９月に開催された国連サミットにおいて「持続可能な開発のため

の 2030 アジェンダ」が全会一致で採択され、2016（平成 28）年から 2030（令和 12）

年までの間に、発展途上国のみならず先進国も取り組む国際目標として、「持続可能な

開発目標(SDGs)2」が盛り込まれました。 

   

○ パリ協定（2015（平成 27）年 12 月採択、2016（平成 28）年 11 月発効） 

    フランス・パリで開催された第 21 回国連気候変動枠組条約締約国会議（COP21）で、

2020（令和２）年以降の地球温暖化対策の国際的な枠組みとして、「パリ協定」が採択

されました。 

    パリ協定では、長期目標として「２℃目標」を設定し、工業化3以降の気温上昇を２℃

未満、できれば 1.5℃未満に抑えることや、今世紀後半に温室効果ガス排出量と吸収量

との均衡を達成し、温室効果ガス排出量実質ゼロを目指すことが掲げられました。 

    2018（平成 30）年 12月に開催された第 24回国連気候変動枠組条約締約国会議（COP24）

では、パリ協定の本格運用に向けた実施方針が採択されるなど、先進国から発展途上国

まで全ての参加国が同じ基準のもと、温室効果ガスの排出削減に取り組むことで合意し

ました。 

       

○ IPCC 1.5℃特別報告書（2018（平成 30）年 10 月）  

    2018（平成 30）年 10 月の IPCC 第 48 回総会において公表された「1.5℃特別報告書」

 
1 気候変動に関する政府間パネル（IPCC）：Intergovernmental Panel on Climate Change の略で、1988（昭和 63）年に

世界気象機関と国連環境計画により設立された地球温暖化に関する科学的・技術的・社会経済的な評価等を行う国連の組

織。 
2 持続可能な開発目標(SDGs)：Sustainable Development Goals(持続可能な開発目標)の略で、「誰一人として取り残さな

い(leave no one behind)」を基本方針とする、2030（令和 12）年までの世界目標。17 分野のゴール、169 のターゲット

から構成されている。 
3 工業化：IPCC 第５次評価報告書では、ほぼ世界的な観測が行われるようになった 1850～1900 年の観測値を工業化以前

のそれを代表するものとして用いているもの。 
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では、世界の平均気温が 2017（平成 29）年時点で工業化以前と比較して１℃上昇し、

現在の度合いで増加し続けると 2030（令和 12）年から 2052（令和 34）年までの間に気

温上昇が 1.5℃に達する可能性が高いことが示されました。 

気温上昇が 1.5℃に達すれば、健康、生計、食料安全保障、水供給、人間の安全保障

及び経済成長に対する気候リスクが増加し、２℃に達した場合は、そのリスクが更に増

加することが指摘されています。 

また、将来の平均気温の上昇を 1.5℃に抑えるためには、世界の二酸化炭素排出量を

2050（令和 32）年前後に正味ゼロにする必要があり、エネルギーや土地、都市、インフ

ラ、産業システムにおいて、急速かつ広範囲に及ぶ移行が必要であることが示されまし

た。 

 

〇 IPCC 第６次評価報告書・統合報告書（2023（令和５）年３月） 

IPCC 第６次統合報告書では、「人間の影響が大気、海洋及び陸域を温暖化させてき

たことには疑う余地がない。」、「大気、海洋、雪氷圏及び生物圏に広範かつ急速な変化

が起こっている。人為的な気候変動は、既に世界中の全ての地域において多くの気象と

気候の極端現象に影響を及ぼしている。このことは、自然と人々に対し広範な悪影響、

及び関連する損失と損害をもたらしている。」、「温暖化を 1.5℃又は２℃に抑えるには、

この 10 年間に全ての部門において急速かつ大幅で、ほとんどの場合即時の温室効果ガ

スの排出削減が必要である。」等とされ、気候変動緩和策と適応策の更なる加速が改め

て呼びかけられました。 

図 3-7 IPCC 1.5℃特別報告書に関する概要図 

 

                      資料：全国地球温暖化防止活動推進センターホームページ 
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(２) 国内の動向                             

○ 地球温暖化対策計画（2016（平成 28）年５月閣議決定） 

第 21 回国連気候変動枠組条約締約国会議（COP21）に先立ち、2015（平成 27）年７月

に開催した地球温暖化対策推進本部で日本の約束草案を決定し、公表しました。2016（平

成 28）年５月に地球温暖化対策計画を閣議決定し、温室効果ガスを 2030（令和 12）年

度までに 2013（平成 25）年度比で 26％削減する目標が示されました。 

 

○ 第５次エネルギー基本計画（2017（平成 29）年７月閣議決定） 

  2030（令和 12）年に向けた方針として、エネルギーミックスの確実な実現を目指し、

再生可能エネルギーの主力電力化に向けた取組を推進していくほか、2050（令和 32）

年に向けては、パリ協定の発効を踏まえ、エネルギー転換を図り、「脱炭素化」へ挑戦

を進めていくことが示されました。 

 

○ 気候変動適応法（2018（平成 30）年 12 月施行） 

2015（平成 27）年 11 月に「気候変動の影響への適応計画」を策定し、農業・林業・

水産業、自然災害などの各分野において、気候変動適応に資する施策を推進してきまし

たが、気候変動適応の法的位置づけを明確化するため、2018（平成 30）年６月に気候変

動適応法が制定され、同年 12 月に施行されました。 

 

○ パリ協定に基づく長期成長戦略策定（2019（令和元）年６月） 

最終到達点として「脱炭素社会」を掲げ、主要７か国で初めて今世紀後半の排出量実

質ゼロを明記し、2050（令和 32）年の削減目標を 80％とすることが示されました。 

 

○ 「温室効果ガス排出 2050 年実質ゼロ」宣言（2020（令和２）年 10 月） 

首相が「2050 年までに温室効果ガス排出を全体としてゼロにする、脱炭素社会の実

現を目指す」と宣言しました。 

 

○ 2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略策定（2020（令和２）年 12 月） 

「2050 年カーボンニュートラル」の実現に向けた実行計画「グリーン成長戦略」が

策定され、戦略では、2035（令和 17）年までに、乗用車新車販売で電動車4100％を実現

することや、2050（令和 32）年には発電量の約 50％～60％を再生可能エネルギーとす

る参考値が示されました。 

 

〇 温暖化対策推進法の改正（2021（令和３）年６月公布） 

地球温暖化対策の国際的枠組み「パリ協定」の目標や｢2050 年カーボンニュートラル

宣言｣を基本理念として位置づけたほか、その実現に向けた具体的な方策として、地域

 
4 電動車：電気自動車、燃料電池自動車、プラグインハイブリッド自動車及びハイブリッド自動車 
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の再生可能エネルギーを活用した脱炭素化の取組や、企業の排出量情報のデジタル化・

オープンデータ化を推進する仕組み等が規定されました。 

 

〇 地球温暖化対策計画の改定（2021（令和３）年 10 月） 

温暖化対策推進法に基づく国の総合計画である「地球温暖化対策計画」において、温

室効果ガスを 2030（令和 12）年度において 2013（平成 25）年度比で 46％削減するこ

とを目指し、さらに 50％の高みに向けて挑戦を続けていくことが示されました。 

 

〇 第６次エネルギー基本計画の策定（2021（令和３）年 10 月） 

2030（令和 12）年度の 46％削減の実現に向けたエネルギー政策の道筋を示すことを

重要テーマとし、再生可能エネルギーの主力電源化を徹底し、再生可能エネルギーに最

優先の原則で取り組むことにより、野心的な見通しとして 2030（令和 12）年度におけ

る電源構成では、再生可能エネルギーの割合を 36～38％に大幅に拡大することなどが

示されました。 

 

〇 新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画の策定（2022（令和４）年７月） 

2030（令和 12）年度 46％削減、2050（令和 32）年カーボンニュートラルに向け、経

済社会全体の大変革に取り組むとして、今後 10 年間に官民協調で 150 兆円規模のグ

リーントランスフォーメーション（ＧＸ）5投資を実現する等の方針が示されました。 

 

  〇 「ＧＸ2040 ビジョン」の策定（2025（令和７）年２月） 

    ロシアによるウクライナ侵略や中東情勢の緊迫化の影響、ＤＸ6の進展や電化による

電力需要の増加の影響、経済安全保障上の要請によるサプライチェーンの再構築のあり

方、カーボンニュートラルに必要とされる革新技術の導入スピードやコスト低減の見通

しなど、将来の見通しに対する不確実性が高まる中、ＧＸに向けた投資の予見可能性を

高めるため、長期的な方向性が示されました。 

 

  〇 第７次エネルギー基本計画の策定（2025（令和７）年２月） 

    ＤＸやＧＸの進展による電力需要増加が見込まれる中、エネルギーの安定供給と脱炭

素を両立する観点から、再生可能エネルギーを主力電源として最大限導入するとともに、

特定の電源や燃料源に過度に依存しないようバランスのとれた電源構成を目指し、2040

（令和 22）年度における電源構成では、再生可能エネルギーの割合を４割～５割に拡大

する見通しなどが示されました。 

 

 
5 グリーントランスフォーメーション（GX）：産業革命以来の化石燃料中心の経済・社会、産業構造をクリーンエネル

ギー中心に移行させ、経済社会システム全体を変革すること。 

6 デジタル・トランスフォーメーション（DX）：IT（インフォメーションテクノロジー）の浸透が、人々の生活をあらゆ

る面でより良い方向に変化させること。 

 



第 3 章 地球温暖化の現状と課題 

27 

 

  〇 地球温暖化対策計画の改定（2025（令和７）年２月） 

    温室効果ガスを 2030（令和 12）年度において 2013（平成 25）年度比で 46％削減する

ことを目指すとともに、さらに、2050 年ネット・ゼロの実現に向けた直線的な経路にあ

る野心的な目標として、2035（令和 17）年度、2040（令和 22）年度において、温室効

果ガスを 2013（平成 25）年度からそれぞれ 60％、73％削減することを目指すことが示

されました。 
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３ 本県の地球温暖化対策のこれまでの取組 

(１) 取組の経緯                             

本県では、2005（平成 17）年６月に「岩手県地球温暖化対策地域推進計画」を策定し、

二酸化炭素排出量を 2010（平成 22）年までに 1990（平成２）年比で８％削減することを

目標に、全県的な県民運動組織となる「温暖化防止いわて県民会議」の設置や地球温暖化

防止活動推進センターの指定など、省エネルギーの取組を促す体制の整備を行うとともに、

暮らしや事業活動の中での排出削減の取組を進めました。この結果、2010（平成 22）年の

排出量は、基準年（1990（平成２）年）比 10.2％の減少となり、目標を達成しました。 

2012（平成 24）年３月には、「岩手県地球温暖化対策地域推進計画」と新エネルギービジョ

ン、省エネルギービジョンを一本化した「岩手県地球温暖化対策実行計画」を策定し、温

室効果ガス排出量を 2020（令和２）年までに 1990（平成２）年比で 25％削減、2005（平

成 17）年比で 29％削減することを目標としました。 

2021（令和３）年２月には、「いわて気候非常事態宣言」を発出し、2021（令和３）年

３月には、地域気候変動適応計画の内容を盛り込み、温室効果ガス排出量を 2030（令和

12）年度までに 2013（平成 25）年度比で 41％削減することを目標とした「第２次岩手県

地球温暖化対策実行計画」を策定しました。 

   2023（令和５）年３月には、国において地球温暖化対策計画が改定され、温室効果ガス

を 2030（令和 12）年度までに 2013（平成 25）年度比で 46％削減することを目指し、さら

に 50％の高みに向けて挑戦を続けていくことが示されました。本県では、これを受け、

「第２次岩手県地球温暖化対策実行計画」を改訂し、2013（平成 25）年度比で 57％削減

という国より高い目標を掲げ、県民や事業者、国、市町村等の連携協力のもと、地球温暖

化対策に取り組んできました。 

表 3-3 岩手県における地球温暖化対策の取組の経緯 

 

 

1998（平成 10）年３月 新エネルギービジョン策定 
2003（平成 15）年３月 新エネルギーの導入の促進及び省エネルギーの促進に関する条例制定 

〃     ３月 省エネルギービジョン策定 
2005（平成 17）年６月 岩手県地球温暖化対策地域推進計画策定 
2012（平成 24）年３月 岩手県地球温暖化対策実行計画策定 
2016（平成 28）年３月 岩手県地球温暖化対策実行計画改訂 

（2020（令和２）年度削減目標 1990（平成２）年度比 25％に見直し） 
2017（平成 29）年３月 気候変動取組方針策定（以降、毎年度策定） 
2019（平成 31）年３月 水素利活用の調査研究報告書公表 

〃    ３月 いわて県民計画（2019～2028）策定 
〃    ３月 岩手県水素利活用構想策定 

2019（令和元）年 11 月 次期環境基本計画に 2050（令和 32）年の温室効果ガス排出量の実質ゼ
ロ（脱炭素社会の構築）を掲げる旨表明 

2021（令和３）年２月 いわて気候非常事態宣言 
〃    ３月 第２次岩手県地球温暖化対策実行計画策定 

（2030（令和 12）年度削減目標 2013（平成 25）年度比 41％） 
2023（令和５）年３月 第２次岩手県地球温暖化対策実行計画改訂 
            （2030（令和 12）年度削減目標 2013（平成 25）年度比 57％） 
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(２) 前実行計画の取組の状況と課題                             

温室効果ガス排出量を 2020（令和２）年度に、1990（平成２）年比で 25％削減すると

いう目標に対し、2019（令和元）年度の実績は 15.9％削減であり、目標に対し約６割の達

成にとどまっています。 

特に、産業部門と業務部門の排出削減が進んでいないことから、より実効性のある取組

に転換する必要があります。 

 

表 3-4 前実行計画における主要な指標の進捗状況 

指標 単位 
2019（令和元）年 2020(令和２)年 

実績値 達成度 目標値 

温室効果ガス排出削減割合 ％ ▲15.9※ c ▲25 

年間二酸化炭素排出量 千ﾄﾝ 12,494 b 11,143 

省エネ活動を実施している県民の割合 ％ 86.4 b 87.5 

エネルギー消費量に占める再エネ導入割合 ％ 34.4 a 23.9 

※再生可能エネルギー導入▲2.6％、森林吸収▲9.8％を含む。 

 

 

表 3-5 前実行計画における部門別排出量及び削減割合 

（千 t－CO2） 

 【基準年】 
1990  

(平成２)年 

【現状】 
2019 (令和元)年 

【目標】 
2020 (令和２)年 

 前年度比 基準年比  基準年比 

家庭 1,920 1,822 ▲0.8％ ▲5.1％ 1,572 ▲18％ 

産業 5,091 5,225 ▲3.9％ 2.6％ 4,802 ▲6％ 

業務 1,154 1,196 ▲8.7％ 3.6％ 1,046 ▲9％ 

運輸 2,479 2,254 ▲4.0％ ▲9.1％ 2,124 ▲14％ 

排出削減対策全体 14,108※ 13,661 ▲3.6％ ▲3.2％ 12,292 ▲13％ 

※排出量は前実行計画の算定方法によるものであり、第２次実行計画の算定方法とは異なる。 
※排出量全体には、二酸化炭素以外の温室効果ガス（メタンや一酸化二窒素など）も含まれる。 
※排出量の推計に用いる国の統計データが過去に遡って修正されたため、基準年及び目標年度の排出 
量についても遡って再計算しており、計画策定時とは数値が異なる。 
※再生可能エネルギー導入▲2.6％、森林吸収▲9.8％を含まない。 

 

  
① 家庭部門 

エネルギー消費の少ないライフスタイルへの転換を目指すウェブサイト「いわてわ

んこ節電所」を活用した取組や各種普及啓発を実施したことにより、排出量は基準年比

5.1％減となりました。また、「省エネ活動を実施している県民の割合」が 82.3％(2010

（平成 22）年)から 86.4％(2019（令和元）年)に上昇しました。 

また、一定の省エネルギー対策を講じた住宅ストックの戸数は、29 万 5,300 戸（2013

（平成 25）年）から 30 万 2,400 戸（2018（平成 30）年）に増加しましたが、総戸数に

占める割合は 63％（2018（平成 30）年）となり、目標値である 75％を下回っています。

資料：岩手県 

資料：岩手県 
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これは、断熱性能向上、省エネルギー設備や再生可能エネルギー設備等の導入に係る初

期費用の負担や、建築士・工務店における省エネルギー基準に習熟した人材の不足など

が要因となっているものと考えられます。 

また、本県は年間の平均気温が低く、特に冬場の寒さが厳しいことなどが影響し、光

熱費等の消費支出が高い傾向にあるにもかかわらず、高効率なエネルギー機器である

高効率給湯器、LED 照明器具の所有数量が全国よりも低い水準にあることから、よりエ

ネルギー消費の抑制効果の高い設備等の普及を促進していく必要があります。 

 

② 産業・業務部門 

地球温暖化対策に積極的な事業所を支援する「いわて地球環境にやさしい事業所7」

認定制度や中小企業者等を対象とした LED 照明及び高効率の空調設備の導入費用の一

部を補助する「事業者向け省エネルギー設備導入促進事業」などを実施していますが、

排出量は、産業部門が基準年比 2.6％増、業務部門が同 3.6％増となりました。 

増加の主な要因は、東日本大震災津波からの復興需要があったことなどが考えられ

ます。 

このことから、省エネルギー設備の導入等によるエネルギー使用の合理化を一層促

進する必要があります。 

また、事業者を対象とした「地球温暖化対策計画書作成制度8」について、計画書と

実施状況届出書の目標やその達成状況を踏まえた助言等を行うなど、取組を強化する

必要があります。  

 

③ 運輸部門 

次世代自動車の普及啓発や公共交通の利用推進に係るキャンペーン等に取り組み、

排出量は基準年比 9.1％減となりました。 

減少の主な要因は、排出量の大半を占める自動車について、燃費の向上及び保有自動

車のうち次世代自動車の占める割合が増加したことなどにより、自動車由来の排出量

が減少したことによるものと考えられます。 

  しかし、本県の次世代自動車の保有率は全国と比較して低い水準であることから、次

世代自動車の導入促進に向けた取組をより一層強化する必要があります。 

 

④ 再生可能エネルギーの導入促進 

太陽光を中心に、風力や水力発電の導入が進んだほか、住宅用太陽光発電設備の導入

件数が 1 万 9,980 件(2014（平成 26）年)から 2 万 9,145 件(2019（令和元）年)に増加

し、再生可能エネルギーによる電力自給率は 18.1％(2010（平成 22）年)から 34.4％

 
7 いわて地球環境にやさしい事業所：県内に事業所があり、二酸化炭素排出削減や ISO 導入など、環境負荷軽減に取り組

んでいる事業者又は事業所を、県が一定の基準に基づいて認定する制度。 
8
 地球温暖化対策計画書作成制度：「県民の健康で快適な生活を確保するための環境保全に関する条例」に基づき、二酸

化炭素排出量が多い事業者に地球温暖化対策計画書の作成と地球温暖化対策実施状況届出書の作成を義務付けている制

度。 
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(2019（令和元）年)に上昇しました。 

これまでの取組が着実に成果を上げており、今後も再生可能エネルギーの導入が進

むことから、電力自給率は向上していく可能性があります。 

一方、送配電網への接続の制約、発電した電力が地域でのエネルギー消費に結びつか

ないなどの課題もあることから、それらの課題解消に向けた一層の取組を実施する必

要があります。 

 

⑤ 森林吸収源対策 

健全な森林の整備に向けて、市町村や林業関係者等と連携し、補助制度を活用した再

造林や間伐などの森林整備への支援や、県民税を活用した強度間伐による針広混交林9

への誘導などに取り組みましたが、2019（令和元）年度には、間伐面積の年間目標 1 万

2,000 ヘクタールに対して 4,124 ヘクタールの間伐にとどまりました。 

目標を下回った主な要因は、県内の人工林資源の充実により森林が利用期を迎えて

きており、木材生産がこれまでの間伐から主伐へと移行してきているためと考えられ

ます。 

このため、森林施業の集約化、高性能林業機械や路網10の組合せによる作業の効率化・

低コスト化を図り、引き続き間伐の促進に取り組んでいくほか、伐採跡地への再造林を

進めていく必要があります。 

また、林業就業者の減少・高齢化が全国的な課題となっていることから、持続可能な

森林の整備に向け、担い手の確保・育成に取り組む必要があります。 

 

⑥ 二酸化炭素以外の温室効果ガス 

県内で発生する二酸化炭素以外の温室効果ガスは、メタン及び一酸化二窒素が大部

分を占めており、これらは主に農業活動や廃棄物の焼却、燃料の使用等により発生しま

す。 

このため、メタン及び一酸化二窒素の発生を抑制する環境保全型農業の推進や廃棄

物焼却量の抑制に向けた取組を継続して実施する必要があります。 

  

 
9 針広混交林：樹齢や樹高の異なる針葉樹と広葉樹により構成された森林。水源涵養機能や土砂災害防止機能などの公益

的機能に優れている。 
10 路網：林道や森林作業道など林業活動に必要な道路網。 
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(３) 第２次岩手県地球温暖化対策実行計画の取組の状況と課題                             

 

 ① 家庭部門   

   省エネルギー性能の高い住宅の普及促進やエネルギー消費の少ないライフスタイル

への転換を目指すウェブサイト「いわてわんこ節電所家庭のエコチェック」を活用した

取組等各種普及啓発等を実施してきましたが、「地球温暖化防止のための行動に努めて

いる県民の割合」は、79.9％（2021（令和３）年度）からほぼ横ばいの 77.6％（2024

（令和６）年度）にとどまっています。 

また、「断熱等性能等級６」以上の高い省エネルギー性能を持つ「岩手型住宅」の周

知を図ったことに加え、普及のための補助事業を実施したことにより、「岩手型住宅」

の建設戸数の割合は、17.8％（2023（令和５）年度）から 29％（2024（令和６）年度）

に上昇しました。 

   【主な指標と達成状況】 

指標 単位 
現状値 

（2021） 

 

実績値 

（2024） 

達成度

（2024） 

目標値 

（2025） 

わんこ節電所家庭の

エコチェック参加者

数（累計） 

人 11,221 21,564 Ｃ 40,500 

岩手型住宅賛同事業

者による県産木材を

使用した岩手型住宅

建設戸数の割合（※） 

％ 
17.8 

（2023） 
29.0 Ａ 20.0 

※ いわて県民計画（2019～2028）第２期アクションプラン「政策推進プラン（令和５年度～令和８ 

年度）」の具体的推進方策指標の一部変更に伴い、目標値を修正しています。 

 

岩手県地球温暖化防止活動推進センターと連携し、家電製品や住宅の省エネルギー

性能の情報提供等の取組を通じて、エネルギー消費の少ないライフスタイルへの転換

を促進する必要があります。 

 

 ② 産業・業務部門    

地球温暖化対策に積極的な事業所を支援する「いわて地球環境にやさしい事業所」

（指標を除き、以下「いわて脱炭素化経営企業等」という。）の認定制度については、

金融機関等と連携して認定メリットの周知等を実施したことにより、同制度の事業所

認定数は、228 事業所（2021（令和３）年度）から 293 事業所（2024（令和６）年度）

に上昇しました。 

また、事業者自身の主体的な取組を促進する「地球温暖化対策計画書作成制度」につ

いては、地球温暖化対策計画書の目標達成率が 62.7％（2020（令和２）年度）から 67.1％

（2024（令和６）年度）に上昇しました。 
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【主な指標と達成状況】 

指標 単位 
現状値 

（2021） 

 

実績値 

（2024） 

達成度

（2024） 

目標値 

（2025） 

いわて地球環境にや

さしい事業所認定数 
事業所 228 293 Ｂ 320 

事業者が作成する地

球温暖化対策計画書

の目標達成率 

％ 
62.7 

（2020） 
67.1 Ｃ 74 

 

金融機関等と連携し、2024（令和６）年度に作成した「岩手県脱炭素経営事例集」を

活用した優良事例の横展開を図るほか、「いわて脱炭素経営カルテ」の目標達成状況を

踏まえた事業者の支援等を通じて、事業者の脱炭素化のさらなる促進を図る必要があ

ります。 

 

③ 運輸部門    

岩手県地球温暖化防止活動推進センターと連携して次世代自動車のメリットに関す

る普及啓発や公共交通の利用推進に係るキャンペーン等を実施したことにより、乗用

車の登録台数に占める次世代自動車の割合は、22.7％（2021（令和３）年度）から 29.3％

（2024（令和６）年度）に上昇しました。 

一方で、コロナ禍に起因する新しい生活様式の定着や運転士不足などを背景とした

バス路線の統廃合等により、公共交通機関の利用者数については、伸び悩んでいます。 

 

 【主な指標と達成状況】 

指標 単位 
現状値 

（2021） 

 

実績値 

（2024） 

達成度

（2024） 

目標値 

（2025） 

乗用車の登録台数に占

める次世代自動車の割

合 

％ 22.7 29.3 Ａ 31.5 

三セク鉄道・バスの一

人当たり年間利用回数 
回 10.2 11.1 Ｄ 16.4 
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    本県の次世代自動車の保有率は、全国と比較すると低い水準であること等から、岩手

県地球温暖化防止活動推進センター等と連携しながら、走行時に二酸化炭素を排出しな

い電動車の普及に向けて取り組むほか、充電・充てん設備の普及に向けた取組等を通じ

て、運輸部門の脱炭素化を促進する必要があります。 

 

④ 再生可能エネルギーの導入促進   

  風力発電や太陽光発電を中心に導入が進んだほか、2023（令和５）年度には新たな地

熱発電所が運転を開始しました。また、住宅用太陽光発電設備の導入件数は、３万 529

件（2021（令和３）年度）から３万 7,820 件（2024（令和６）年度）に増加するなど、

2024（令和６）年度の再生可能エネルギー導入量は 1,997MW11と着実に増えています。 

また、災害時にも対応できるエネルギーシステムの構築に向けて、自立・分散型エネ

ルギーシステム導入支援事業等により市町村へ支援を行いました。 

なお、県内には９社の地域新電力12があり、再生可能エネルギーの地産地消が進めら

れています。 

 

 【主な指標と達成状況】 

指標 単位 
現状値 

（2021） 

 

実績値 

（2024） 

 

達成度

（2024） 

目標値 

（2025） 

再生可能エネルギー 

導入量 
ＭＷ 1,681 1,997 Ａ 2,081 

自立・分散型エネルギー

システム構築計画策定

支援市町村数（累計） 

市町村 １ ４ Ｃ ９ 

 

    県内に賦存する再生可能エネルギーのポテンシャルを最大限活用するためには、送配

電網への接続制約等の課題があることから、系統安定化を含めた送配電網の充実・強化

について、国への働きかけを継続していく必要があります。 

    また、災害に強い自立・分散型エネルギーシステムの構築や地域の環境と経済の好循

環につながるエネルギーの地産地消を引き続き促進していく必要があります。 

 

 

 

 

 
11 MW(メガワット)：電力を表す単位。発電設備の定格出力(設備容量)を示し、１MW＝1,000kW(1,000,000W)で、1,000MW

は 1,000,000 kW となる。設備の能力を表すものであり、実際に発電した電力量とは異なる。 
12 地域新電力：地方自治体の戦略的な参画・関与や地域民間企業の主導により小売電気事業を営み、得られる収益等を

活用して地域の課題解決に取り組む事業者 
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⑤ 森林等吸収源対策    

健全な森林の整備に向けて、市町村や林業関係者等と連携し、補助制度を活用した再 

造林や間伐等の森林整備への支援や県民税を活用した強度間伐による針広混交林への

誘導などに取り組みました。 

建築用材や発電用チップへの利用が進み、間伐材利用率は 42.5％（2021（令和３）

年度）から 48.5％（2024（令和６）年度）に上昇しました。一方で、木材需要が減少し

たこと等により、主伐面積の減少が続き、その後の再造林面積も伸び悩んでいます。 

また、藻場造成実施箇所数については、０箇所（2021（令和３）年度）から７箇所（2024

年（令和６）年度）に増加しました。 

 

【主な指標と達成状況】 

指標 単位 
現状値 

（2021） 

 

実績値 

（2024） 

達成度

（2024） 

目標値 

（2025） 

間伐材利用率 ％ 42.5 48.5 Ａ 44.3 

再造林面積 ha 993 872 Ｄ 1,150 

藻場造成実施箇所数 

（累計） 
箇所 ０ ７ Ａ ８ 

 

    発電用チップを取り扱う木質バイオマス発電施設の関係者間において、需給情報の共

有を図りながら間伐材の有効活用に取り組むほか、国庫補助事業等の活用と低コスト造

林技術の普及啓発を行う必要があります。 

加えて、近年ブルーカーボン等の取組が注目されており、引き続き、藻場再生・造成

に取り組んでいく必要があります。 
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第４章 温室効果ガス排出量等の現況と将来予測 

 

１ 温室効果ガス排出量の現況推計と将来予測 

本計画改訂時点において把握できる直近の温室効果ガス排出量は、2022（令和４）年度

の実績です。これは、排出量算定の根拠となる一部の統計値が、当該年度の３年度後に公

表されることによるものです。 

推計に当たっては、環境省の「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュ

アル（算定手法編）」を参考として、前実行計画の算定方法を見直し、新たな手法により

推計しました。 

 

(１) 温室効果ガスの排出量の状況                             

   本県における 2022（令和４）年度の温室効果ガス排出量は、1,197 万９千トンとなって

います。温室効果ガス種別の構成比は、エネルギー起源二酸化炭素1が 76.5％と全体の約

８割を占め、次いで工業プロセス 2等から排出される非エネルギー起源二酸化炭素 3が

13.4％、家畜等から排出されるメタンや一酸化二窒素がそれぞれ 6.0％、2.9％などとなっ

ています。 

図 4-1 温室効果ガス排出量の推移 

 

資料：岩手県 

 

 

 
1 エネルギー起源二酸化炭素：石炭、石炭、石油などの化石燃料を燃焼してつくられたエネルギーを産業や家庭で利用・

消費することによって生じる二酸化炭素。 
2
 工業プロセス：温室効果ガス排出統計に表れる部門の一つ。セメント製造などの窯業に使用される回転式の窯（焼成キ

ルン）などで石灰石を加熱することにより二酸化炭素を排出する生産工程のこと。 
3
 非エネルギー起源二酸化炭素：燃料としての利用ではなく、原材料として使用する工業プロセスや廃棄物の焼却から生

じる二酸化炭素。 
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表 4-1 温室効果ガスの排出量の状況（ガス種別構成比） 

 
                                        資料：岩手県 

図 4-2 温室効果ガス排出量の部門別割合（2022 年度 岩手県） 

 

2013年 2013年

（排出量） （排出量） （構成比）
（2013年比
増減率）

（排出量） （排出量） （構成比）
（2013年比
増減率）

[千t-CO2] [千t-CO2] [％] [％] [千t-CO2] [千t-CO2] [％] [％]

家庭部門 209,000 158,000 14.2 ▲ 24.4 2,847 2,058 17.2 ▲ 27.7

産業部門 463,000 354,000 31.7 ▲ 23.5 4,011 3,047 25.4 ▲ 24.0

業務部門 235,000 176,000 15.8 ▲ 25.1 2,418 1,890 15.8 ▲ 21.8

運輸部門 224,000 192,000 17.2 ▲ 14.3 2,368 2,081 17.4 ▲ 12.1

エネルギー転換分門 104,000 81,800 7.3 ▲ 21.3 72 82 0.7 13.9

エネルギー起源CO2 1,235,000 961,800 86.1 ▲ 22.1 11,717 9,159 76.5 ▲ 21.8

工業プロセス 49,400 41,100 3.7 ▲ 16.8 1,399 1,264 10.6 ▲ 9.6

廃棄物焼却等 26,300 27,300 2.4 3.8 225 346 2.9 53.4

その他 3,000 2,100 0.2 ▲ 30.0 - - - -

非エネルギー起源CO2 78,800 70,500 6.3 ▲ 10.5 1,624 1,610 13.4 ▲ 0.9

二酸化炭素（CO2） 1,313,800 1,032,300 92.5 ▲ 21.4 13,341 10,769 89.9 ▲ 19.3

メタン(CH4） 32,600 29,800 2.7 ▲ 8.6 842 719 6.0 ▲ 14.7

一酸化二窒素（N2O） 19,700 16,100 1.4 ▲ 18.3 369 345 2.9 ▲ 6.5

ハイドロフルオロカーボン類（HPCs） 22,000 33,000 3.0 50.0 14 14 0.1 ▲ 1.2

パーフルオロカーボン類（PPCs） 3,000 3,000 0.3 0.0 44 97 0.8 120.0

六フッ化水素類（SF6） 2,300 2,100 0.2 ▲ 8.7 2 2 0.0 ▲ 12.4

三フッ化窒素（NF3） 1,500 300 0.0 ▲ 80.0 3 34 0.3 867.7

その他ガス 81,100 84,300 7.5 3.9 1,274 1,210 10.1 ▲ 5.1

合計 1,394,900 1,116,600 100 ▲ 20.0 14,615 11,979 100 ▲ 18.0

　※ 排出量及び構成比の各数値について、端数処理の関係から、合計と一致しない場合がある。

県の排出量国の排出量

2022年度 2022年度

温室効果ガス排出量

資料：岩手県 
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(２) 二酸化炭素排出量の状況                             

   本県における 2022（令和４）年度の二酸化炭素排出量は、1,076 万９千トンであり、

2013（平成 25）年度と比較して 19.3％の減少となっています。 

排出量に占める部門別の割合は、主な排出源５部門のうち、産業部門が 28.3％と全体の

約３割を占め、次いで、運輸部門が 19.3％、家庭部門が 19.1％、業務部門が 17.5％、工

業プロセス部門が 11.7％となっています。 

   本県の部門別割合の特徴として、全国の部門別割合と比較して、特に、家庭部門（19.1％、

全国 15.3％）、工業プロセス部門（11.7％、全国 4.0％）の占める割合が大きくなってい

ます。 

部門別割合の推移については、2013（平成 25）年度以降、家庭部門、産業部門、業務部

門、運輸部門及び工業プロセス部門のいずれも減少しています。 

 

図 4-3 二酸化炭素排出量の部門別割合（2022 年度 岩手県・全国） 

 

    

 

図 4-4 二酸化炭素排出量の推移（部門別） 

 
 

資料：岩手県 

資料：岩手県 
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① 家庭部門 

   2022（令和４）年度の家庭部門における二酸化炭素排出量は、205 万８千トンと、2013

（平成 25）年度に比較して 27.7％の減少となっています。 

   主な排出源は、家電等の使用による電力消費と冬場の暖房等による灯油消費であり、電

力と灯油で家庭部門全体の約 85.4％を占めています。 

   家庭部門の排出削減には、電力や灯油の消費量を抑えるため、高効率な省エネルギー設

備の導入や建物の断熱化等の取組が効果的と考えられます。また、暖房機器を電化すると

ともに、電源を再生可能エネルギー電源へ切り替えることも効果的であると考えられます。 

 

図 4-5 家庭部門のエネルギー種別二酸化炭素排出量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    資料：岩手県 

〈一世帯当たり二酸化炭素排出量〉 

   本県では、世帯数は増加傾向にある一方、一世帯当たりの二酸化炭素排出量は減少

傾向となっています。 

図 4-6 世帯当たりの二酸化炭素排出量等の推移 

 

資料：総務省「全国消費実態調査」等により岩手県作成 

また、本県の 2022（令和４）年度の一世帯当たり二酸化炭素排出量は、約 5.6 トン（自

動車からの排出量を除くと約 4.1 トン）であり、全国平均の約 3.8 トン（自動車からの排



第 4 章 温室効果ガス排出量等の現況と将来予測 

40 

 

出量を除くと約 2.8 トン）と比較して、約 1.8 トン上回っています。 

エネルギー種別では、全国と比較して灯油と自動車からの排出量が大きくなっています

が、これは、冬季の暖房用灯油の使用量が多いことや自家用自動車の利用が多いことなど

によるものと考えられます。 

 

図 4-7 一世帯当たりの二酸化炭素排出量の状況 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 4-8 一人当たりの二酸化炭素排出量の状況 

 

 

 資料：国立環境研究所「日本の温室効果ガス排出量データ（1990～2022 年度確報値）」等より岩手県作成
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② 産業・業務部門 

   2022（令和４）年度の二酸化炭素排出量は、産業部門において 304 万７千トンと 2013

（平成 25）年と比較して 24.0％の減少、業務部門において 189 万トンと 2013（平成 25）

年度と比較して 21.8％の減少となっています。 

  ア 産業部門 

    業種別にみると、農林水産業、製造業（窯業土石、鉄鋼、食料品、電子部品・デバイ 

ス・電子回路、輸送用機械）の排出量が大きくなっています。 

また、製造業の製造品出荷額は増加しているものの、製造品出荷額当たりの二酸化炭 

排出量は減少していることから、製品の製造等に係るエネルギー使用量（原単位）が改

善していると考えられます。 

産業部門の排出削減には、エネルギー使用機器（生産用設備、空調設備、エネルギー

供給設備等）について、省エネルギー性能の優れた設備への更新や適切な管理及び効率

的な運用の継続、再生可能エネルギー電源への切替えが効果的と考えられます。 

図 4-9 業種別二酸化炭素排出量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  資料：岩手県    

図 4-10 製造品出荷額当たりの二酸化炭素排出量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

               資料：岩手県   

※2021（令和３）年以降、工業統計調査（従業者４人以上の事業所が対象）から経済構造実態調査（全事業所が対象）に変更されていること

から、グラフを２つに分けています。 

経済構造実態調査（全事業者が対象）より作成 工業統計調査（従業者４人以上の事業所）より作成 
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  イ 業務部門   

    この部門で最も消費されるエネルギーは電力で、業務部門の排出量の約79％を占めて

おり、主に照明や空調に使用されています。 

小売業売場面積当たりの排出量も減少傾向にあることから、設備の高効率化や、各事

業所における省エネルギー対策が進んできているものと考えられます。 

    業務部門の排出削減には、電力消費量を抑えるため、照明やエアコン等の設備を省エ

ネルギー性能の優れた設備に更新することや建物の断熱化等、再生可能エネルギー電源

への切替えが効果的と考えられます。 

図 4-11 業務部門のエネルギー種別二酸化炭素排出量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：岩手県      

図 4-12 売場面積当たりの二酸化炭素排出量の推移 

 

   資料：総務省「経済センサス」等より岩手県作成     
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③ 運輸部門 

   2022（令和４）年度の運輸部門における二酸化炭素排出量は、208 万１千トンと、2013

（平成 25）年度と比較して 12.1％の減少となっています。 

   この部門は、自動車（ガソリン車、軽油車等）からの排出量が全体の約 96％を占めてお

り、この間、自動車保有台数が約 1.3％増加しているにもかかわらず、自動車全体の燃費

向上と合わせ、電気自動車やハイブリッド自動車などの次世代自動車の普及が進んでいる

ことなどにより、2015（平成 27）年度以降、排出量は減少しています。 

   運輸部門における排出削減には、自動車（ガソリン車、軽油車等）の電動車への更新、

自転車利用による自動車使用頻度の低減、公共交通の積極的利用等による移動に係るエネ

ルギー消費を抑える取組が効果的と考えられます。 

図 4-13 輸送種別二酸化炭素排出量の推移 

 

資料：岩手県        

 

図 4-14 自動車保有台数当たりの自動車からの二酸化炭素排出量等の推移 

 

                        資料：岩手県      
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④ 工業プロセス部門 

   2022（令和４）年度の工業プロセス部門における二酸化炭素排出量は、126 万４千トン

と、2013（平成 25）年度と比較して 9.6％減少しています。 

   これは主にセメント製造の過程で使用する石灰石の加熱等により発生する二酸化炭素

が減少していることによるものと考えられます。 

工業プロセス部門における排出削減には、原料である石灰石の一部を代替原料に置き換

えることや発生する二酸化炭素を回収するなど、新しい技術の開発と導入が必要と考えら

れます。 

 

図 4-15 岩手県における工業プロセス部門の二酸化炭素排出量と全国のセメント生産量 

 

資料：（一社）セメント協会ホームページ等より岩手県作成 
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(３) 温室効果ガス排出量の将来予測                             

温室効果ガス排出量の将来推計として、ここでは、2013（平成 25）年度の温室効果ガス

排出量を基準とし、今後追加的な施策を見込まず、現状の対策のままで推移する現状すう

勢ケース（BAU：Business As Usual）により推計しました。 

推計方法は、2013（平成 25）年度から 2022（令和４）年度までにおける各部門のエネ

ルギー消費量又は排出量の推移を基準に、2030（令和 12）年度における社会情勢を勘案し

た係数（活動変化率）を乗じて推計しています。 

また、電力の排出係数4については、2013（平成 25）年度の基礎排出係数 0.591 [t-CO2/

千 kWh] のまま変わらないものとして推計しています。 

なお、本推計に当たっては、環境省の「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実

施マニュアル（算定手法編）」を参考に、従来の算定方法を見直し、新たな手法により排

出量を再計算しました。 

新たな算定方法では、従来の算定方法と比較して、産業部門における排出量は、製造業

における各種エネルギー消費量の推計方法の変更により従来よりも低めに、家庭及び業務

部門における排出量は、電力由来排出量の推計方法の変更により従来よりも高めになり、

その他の部門は概ね同程度となっています。 

 

 ○ エネルギー起源二酸化炭素排出量の推計方法 

部 門 現状すう勢ケースによる推計 

家庭部門 県内の家庭部門のエネルギー消費量の推移、国立社会保障・

人口問題研究所による都道府県別の世帯数の将来推計を考慮

して推計します。 

産業部門 県内の産業部門の排出量の約 78％を占める製造業のエネル

ギー消費量の推移、国の「中長期の経済財政に関する試算」に

よる経済成長率等を考慮して推計します。 

業務部門 県内の業務用施設の床面積の推移、国の「長期エネルギー需

給見通し」による業務用施設の床面積の将来想定等を考慮して

推計します。 

運輸部門 県内の運輸部門の排出量の約 96％を占める自動車燃料使用

による二酸化炭素排出量の推移、県内の自動車保有台数、県の

人口の将来推計等を考慮して推計します。 

エネルギー転換部門5 現状の排出量と概ね同レベルで推移するものと推計します。 

 

 
4 電力の排出係数：電力会社が一定の電力を作り出す際にどれだけの二酸化炭素を排出したかを推し測る指標。「実二酸

化炭素排出量÷販売電力量」で算出される。 
5
 エネルギー転換部門：二酸化炭素の排出統計に用いられる部門の一つ。石炭や石油などの一次エネルギーを電力などの

二次エネルギーに転換する部門。発電所などが含まれる。 
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 ○ 非エネルギー起源二酸化炭素排出量の推計方法 

部 門 現状すう勢ケースによる推計 

工業プロセス部門 県内のセメント製造業における排出量の推移、国の「長期エネ

ルギー需給見通し」によるセメント生産量の将来推計等を考慮

して推計します。 

廃棄物部門 県内の廃棄物処理施設における排出量の推移、県の人口の将

来推計、経済成長率等を考慮して推計します。 

 

 ○ その他ガスの推計方法 

部 門 現状すう勢ケースによる推計 

メタン ガスの種別によって増減の傾向は異なりますが、その他ガス

全体としては横ばい傾向であることから、2013（平成 25）年度

の排出量と同レベルで推移するものと推計します。 

一酸化二窒素 

フロン類 

 

推計の結果、業務部門及び運輸部門では経済成長等に伴い排出量の増加が見込まれます。 

産業部門ではエネルギー消費量の減少、家庭部門では人口や世帯数の減少により、排出

量の減少が見込まれます。 

エネルギー転換部門では排出量が増加するものの、全排出量への影響は小さいことが見

込まれます。 

このことから、現状すう勢ケースにおける 2030（令和 12）年度の温室効果ガス排出量

は 1,423 万５千トン-CO2 となり、2013（平成 25）年度比で約３％の減少となる見込みで

す。 

表 4-2 温室効果ガス排出量の将来予測（現状すう勢ケース） 

排出量 

(千 t-CO2) 

2013 年度 

（基準年度） 

2030 年度（現状すう勢ケース） 

排出量目安 2013 年度比増減量 2013 年度比増減率 

  家庭 2,847 2,516 ▲331 ▲12% 

  産業 4,011 3,877 ▲134 ▲3% 

  業務 2,418 2,516 98 4% 

  運輸 2,368 2,429 61 3% 

  エネルギー転換 72 79 7 9% 

 エネルギー起源 CO2 11,717 11,417 ▲300 ▲3% 

  工業プロセス 1,399 1,263 ▲135 ▲10% 

  廃棄物 225 280 55 24% 

 非エネルギー起源 CO2 1,624 1,543 ▲81 ▲5% 

二酸化炭素計 13,341 12,961 ▲380 ▲3% 

 メタン（CH4） 842 842 - - 

 一酸化二窒素（N2O） 369 369 - - 

 ハイドロフルオロカーボン類（HFCs） 14 14 - - 

 パーフルオロカーボン類（PFCs） 44 44 - - 

 六フッ化硫黄（SF6） 2 2 - - 

 三フッ化窒素（NF3） 3 3 - - 

その他ガス計 1,274 1,274 - - 

温室効果ガス合計 14,615 14,235 ▲380 ▲3% 

資料：岩手県 
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２ 再生可能エネルギーの導入状況 

(１) 再生可能エネルギーによる発電設備の導入量                             

2024（令和６）年度末の再生可能エネルギーによる発電設備の導入量は、1,997MW となっ

ており、エネルギー種別ごとに見ると、水力発電は発電出力 279MW、地熱発電は 76MW、風

力発電は 300MW、太陽光発電は 1,214MW、バイオマス発電（廃棄物を含む。）は 128MW と

なっています。 

2012（平成 24）年７月の固定価格買取制度（以下「FIT 制度」という。）6の開始以降、

計画から運転開始までの期間が比較的短い太陽光発電を中心に導入が進んでいますが、風

力発電やバイオマス発電等も導入されており、今後も導入が進むことが見込まれます。 

図 4-16 岩手県における再生可能エネルギー（電気）の導入量 

 

図 4-17 岩手県における再生可能エネルギー（電気）の発電電力量 

 

 
6
 固定価格買取制度：再生可能エネルギーで発電した電気を、電力会社が一定価格で一定期間買い取ることを国が約束す

る制度で、FIT（Feed-in Tariff の略）とも言われる。電力会社が買い取る費用の一部を電気の利用者から賦課金という

形で集め、再生可能エネルギーの導入を支えている。対象となる再生可能エネルギーは、太陽光、風力、水力、地熱及び

バイオマス。 

資料：経済産業省「電力調査統計」等より岩手県作成 
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(２) 木質バイオマスエネルギーの導入状況                             

一般家庭等のペレットストーブや木質バイオマス熱利用施設の燃料に使用されている

ペレット7の利用量は 2013（平成 25）年度以降、年間 5,000 トン～6,000 トンで推移して

います。大口利用者の燃料切替えにより、2020（令和２）年度から 2022（令和４）年度は

一時的に 3,000 トン台まで減少しましたが、2023（令和５）年度は 5,000 トン台に回復し

ています。 

チップ8の利用量（BD トン9）は、チップボイラーの導入台数の増加や木質バイオマス

発電施設の本格稼働に伴い、大幅に増加しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
7
 ペレット：乾燥した木材を細粉し、圧力をかけて円筒形に圧縮成形した木質燃料で、主にストーブやボイラーの燃料と

して利用されている。 
8 チップ：乾燥した木材を幅 20mm 程度以下、厚さ 10mm 以下まで細かく砕いた木質燃料で、主にボイラーの燃料として利

用されている。 
9 BD トン：日本語では「絶乾トン」という。重量を表す単位であり、絶乾比重(含水率０％)に基づき算出された実重量

を指す。 

※ 2014（平成 26）年度のペレット利用量は、県内の主要製造事業者の倒産により数値の把握が困難となったた

め空欄 

資料：岩手県 

図 4-18 岩手県における木質燃料利用量推移 
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表 4-3 木質バイオマス燃焼機器の導入台数 
区分 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 

ペレット 

ストーブ 

導入台数 85 60 57 58 53 50 25 11 25 20 12 

累計 1,767 1,827 1,884 1,942 1,995 2,045 2,070 2,081 2,106 2,126 2,138 

ペレット

ボイラー 

導入台数 3 4 0 3 1 0 0 0 0 0 0 

累計 56 60 60 63 64 64 64 64 64 64 64 

チップボ

イラー 

導入台数 2 12 5 2 4 2 3 1 2 3 2 

累計 32 44 49 51 55 57 60 61 63 66 68 

資料：岩手県 

 

 

 

 

 

 

図 4-19 岩手県における木質チップの用途別利用状況の推移 

資料：岩手県 

[BD トン] 
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３ 温室効果ガス吸収量の現況 

(１) 森林吸収量の現況                           

県内の森林面積は、約 117 万ヘクタールで全国２位であり、森林の蓄積量は、２億 5,752

万㎥となっています。 

林野庁では、京都議定書の算定方法に基づき、都道府県の森林吸収量を算定しており、

これまでの岩手県における森林吸収量は、次のとおりです。 

 

図 4-20 岩手県における森林吸収量の推移

 

※ 林野庁は、森林の拡大・縮小の変化や森林経営が行われている森林等について調査を行い、その調

査結果や各都道府県（民有林）及び森林管理局（国有林）から提出された森林資源データを基に、

１年間の樹木の増加量（体積）を推計し、森林吸収量を算定しています。 

※ 森林吸収量の計算式は、次のとおりです。 

京都議定書に基づく森林吸収量（炭素トン/年） 

＝幹の体積の増加量（m3/年）×拡大係数×（1+R/S 比）×容積密度（トン/m3）×炭素含有率×FM 率 

・ 拡大係数とは、幹の体積を地上部の体積に換算するための係数です（35 年生のスギの場合

は 1.23）。 

・ R/S 比とは、地上部と地下部の体積の比率です（同 0.25）。 

・ 容積密度により、木の体積を乾燥重量に換算します（同 0.314）。 

・ 炭素含有率とは、木の乾燥重量に占める炭素の比率です（スギの場合は 0.51）。 

・  FM 率とは、全森林に対する森林経営対象森林が占める面積割合です。 

             資料：林野庁資料より岩手県作成 

※ 岩手県の森林吸収量は林野庁が算定した吸収量の５か年を平均したものです。 
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(２) その他の吸収源の現況                          

近年、森林以外の温室効果ガス吸収源対策として、ブルーカーボンを含む様々な吸収源

対策が注目されており、国において、算定方法の研究が進められています。 

このうち、ブルーカーボンについて、県では、2022（令和４）年度及び 2023（令和５）

年度に国と連携して藻場の炭素吸収・貯留等の調査を行いました。その結果、広田湾米ヶ

崎半島周辺に生育するアマモ類の二酸化炭素貯留量は、年間約 245 トンと推計されていま

す。 
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省エネルギーと再生可能エネルギーで実現する豊かな生活と持続可能な脱炭素社会 

第５章 計画の目標 

 

１ 目指す姿 

  

 

○ 省エネルギーと再生可能エネルギーで実現する豊かな生活 

省エネルギーを無理なく、効率よく生活の中に取り入れ、日常的に実践することが大切

です。 

県産材を十分に活用した断熱性能に優れた住宅や、太陽光発電設備と電動車への給電設

備、高効率でエネルギー消費の少ない照明や家電製品等の普及、テレワーク等の働き方や

移動手段の転換、食品ロス削減等により、生活全体に関係する温室効果ガス排出量を削減

する脱炭素型ライフスタイルの確立が必要です。 

この脱炭素型ライフスタイルの確立により、環境の負荷の低減だけではなく、快適さや

便利さなど生活の質の向上、災害時の備えや健康増進などの多くの付加価値を生み出し、

心身ともに健康で豊かな生活の実現を目指します。 

 

○ 持続可能な脱炭素社会 

   気候変動をはじめとする地球環境の危機に対応するため、本県の温室効果ガス排出量を

2050（令和 32）年度までに実質ゼロとすることを目指し、パリ協定の目標達成に地域から

貢献します。 

本県の多様で豊富な再生可能エネルギー資源を最大限活用した地域の交通や産業への

再生可能エネルギーの供給、再生可能エネルギーの需給関係を通じた地域のつながりや新

たな産業の創出、環境負荷の少ない物流や公共交通機関等への転換の促進、都市の緑化や

森林の整備、産業廃棄物の再生処理等により、温室効果ガス排出量実質ゼロとなる脱炭素

社会の実現に向けて取組を進めます。 

このような取組を多様な主体によるパートナーシップにより進め、地域のエネルギー収

支1の黒字化や地域経済の活性化を図り、地域経済と環境に好循環をもたらす持続可能な

脱炭素社会の実現を目指します。 

 

 

 

 

 
1 エネルギー収支：「エネルギーの域外への販売額」－「エネルギーの域外からの購入額」で算出され、収支が赤字と

は、エネルギーを域外に依存してエネルギー代金が流出していることを示す。 
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２ 計画の基本目標 

(１) 温室効果ガスの排出削減目標 

 

図 5-1 温室効果ガス排出量と削減目標量 

 

※2014（平成 26）年度以降は、再生可能エネルギー導入・森林吸収による削減効果を含めた排出量を記載 

 

① 目標設定の考え方 

2013（平成 25）年度を基準年度とし、2030（令和 12）年度を目標年度とします。 

2013（平成 25）年度の温室効果ガス排出量から、対策等による削減量及び森林等の

吸収源対策による吸収量を合わせた 828 万２千トン-CO2の削減を見込みます。 

このことから、2030（令和 12）年度の温室効果ガス排出量を 2013（平成 25）年度

比で 57％削減することを目指します。 

なお、今後、算定の根拠としている国の統計資料等が遡及改訂された場合には、基

準年度や目標年度の温室効果ガス排出量を再計算し、見直しを行います。 

 
 
 
 
 
 

2030（令和 12）年度の温室効果ガス排出量を 2013（平成 25）年度比で 57％削減

することを目指します。 

▲57％ 

基
準
年
度 

目
標
年
度 
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表 5-1 温室効果ガス削減量 

（千トン-CO2・（％）） 

 排出量 2013（平成 25）年度比削減量 

2013（平成 25）年度 14,615  

Ａ 対策等による削減  ▲6,761（▲47％） 
▲8,282 

（▲57％） 
  うち再生可能エネルギー導入  ▲1,065（▲７％） 

Ｂ 森林等吸収源  ▲1,521（▲10％） 

2030（令和 12）年度 6,333  

 

表 5-2 温室効果ガス削減量（部門別） 

温室効果ガス排出量・吸収量 

2013 年度 

（基準年度） 
(千 t - CO2） 

2030 年度 
(千 t - CO2） 

削減量 
(千 t - CO2） 

削減目標 
（％） 

14,615 6,333 ▲ 8,282 ▲ 57  

エ
ネ
ル
ギ
ー 

 

起
源
Ｃ
Ｏ
２ 

家庭部門 2,847 1,226 ▲ 1,622 ▲ 57 

産業部門 4,011 2,382 ▲ 1,629 ▲ 41 

業務部門 2,418   973 ▲ 1,445 ▲ 60 

運輸部門 2,368 1,621 ▲   747 ▲ 32 

エネルギー転換部門    72    65 ▲     8 ▲ 10 

非エネルギー起源 CO2 1,624 1,433 ▲   191 ▲ 12 

メタン(CH4)、一酸化二窒素(N2O)、フロン類 1,274 1,219 ▲    55 ▲  4 

再生可能エネルギー導入 - ▲ 1,065 ▲ 1,065 - 

森林等吸収源 - ▲ 1,521 ▲ 1,521 - 

 

② 対策等による削減量 

ア 現状すう勢ケース及び排出削減対策による削減量 

今後追加的な施策を見込まず、現状の対策のまま推移する「現状すう勢ケース」

による排出削減量を 38 万トン-CO2と算定しました。 

これに、国の地球温暖化対策計画において示されている部門ごとの排出削減量

を産業構造や人口など地域特性を表す指標で按分することで算定した本県の排出

削減量と県独自の施策による排出削減量 529 万９千トン-CO2 を加え、現状すう勢

ケース及び排出削減対策による削減量を 569 万６千トン-CO2と算定しました。 

表 5-3 現状すう勢ケースによる削減量 

排出量 
(千 t-CO2) 

2013 年度 
（基準年度） 

2030 年度（現状すう勢ケース） 

排出量目安 2013 年度比増減量 2013 年度比増減率 

  家庭 2,847 2,516 ▲331 ▲12% 

  産業 4,011 3,877 ▲134 ▲3% 

  業務 2,418 2,516 98 4% 

  運輸 2,368 2,429 61 3% 

  エネルギー転換 72 79 7 9% 

 エネルギー起源 CO2 11,717 11,417 ▲300 ▲3% 

  工業プロセス 1,399 1,263 ▲135 ▲10% 

  廃棄物 225 280 55 24% 

 非エネルギー起源 CO2 1,624 1,543 ▲81 ▲5% 

二酸化炭素計 13,341 12,961 ▲380 ▲3% 
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排出量 
(千 t-CO2) 

2013 年度 
（基準年度） 

2030 年度（現状すう勢ケース） 

排出量目安 2013 年度比増減量 2013 年度比増減率 

 メタン（CH4） 842 842 - - 

 一酸化二窒素（N2O） 369 369 - - 

 ハイドロフルオロカーボン類（HFCs） 14 14 - - 

 パーフルオロカーボン類（PFCs） 44 44 - - 

 六フッ化硫黄（SF6） 2 2 - - 

 三フッ化窒素（NF3） 3 3 - - 

その他ガス計 1,274 1,274 - - 

温室効果ガス合計 14,615 14,235 ▲380 ▲3% 

 

 

表 5-4 排出削減対策の例示及び削減量             
二酸化炭素 

部門 分類 取組の概要 削減量 

家庭 省エネ等 高効率照明・高効率給湯器等の導入等 770 

 建築物 新築住宅における省エネルギー基準適合の推進、ZEH2への支

援等 
266 

 その他 クールビズ、ウォームビズの徹底 14 

産業 省エネ等 高効率照明・空調の導入等 1,348 

 リサイクル 廃プラスチックのケミカルリサイクル3の拡大等 38 

 その他 複数事業者による連携した省エネ取組等 13 

業務 省エネ等 高効率照明・高効率給湯器等の導入等 784 

 建築物 新築建築物における省エネルギー基準適合の推進等 443 

 その他 エネルギーの面的利用4等 51 

運輸 次世代自動車 次世代自動車の普及等 334 

 省エネ等 信号機の LED 化等 88 

 効率的輸送 共同輸配送の推進等 245 

 その他 エコドライブ講習・実践等 141 

エネルギー転換 高効率設備 発電設備の効率化等 14 

廃棄物 省エネ等 廃棄物由来燃料、低燃費型の収集運搬車両の導入等 16 

 廃棄物削減 3R5推進等 87 

工業プロセス 削減技術 混合セメントの積極的利用等 7 

部門横断 J-クレジット制度6 J-クレジット制度の活性化 158 

 再生可能エネルギー

熱 

再生可能エネルギー熱供給設備の導入支援等 
441 

その他ガス 

部門 分類 取組の概要 削減量 

廃棄物 廃棄物削減 最終処分施設の維持管理の徹底等 12 

産業 環境保全型農業 適正施肥の推進等 46 

業務 フロン類 機器廃棄時のフロン類の回収の促進等 ▲17 

※ フロン類の削減量について、国の地球温暖化対策計画において一部フロン類は増加する見込みであることを踏まえ 

上記数値としています。 

 

 
2 ZEH(ゼッチ)：Net Zero Energy House の略で、断熱・省エネルギー・創エネルギーで、住宅の年間エネルギー消費量

を正味(ネット)で、おおむねゼロにする住宅。 
3 ケミカルリサイクル：廃プラスチックを再資源化する手法で、ガス化、油化、高炉原料化などがあり、環境負荷の軽減

に大きく貢献できるリサイクル手法。 
4 エネルギーの面的利用：コージェネレーション(熱電併給。天然ガス等を燃料として発電し、その際に生じる廃熱も同

時に回収するシステム)等の導入や、複数の建物間で電力や熱の融通を行うシステムの導入。 
5 ３R: Reduce（リデュース：ごみを減らす）、Reuse（リユース：繰り返し使う）、Recycle（リサイクル：再生利用す

る）の 3 つの文字の頭文字をとった言葉。3 つのＲに取り組むことでゴミを限りなく少なくし、環境への影響を極力減ら

し、限りある地球の資源を有効に繰り返し使う社会（＝循環型社会）を作ろうとするもの。 
6 J-クレジット制度：省エネルギー機器の導入や森林経営などの取組による、温室効果ガスの排出削減量や吸収量を「ク

レジット」として国が認証する制度。 

（千トン-CO2） 
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図 5-2 対策等による削減後の温室効果ガス排出量（部門別） 

 

イ 再生可能エネルギー導入による削減量 

国の再生可能エネルギー導入促進等の施策と連動した排出削減量 71万 t-CO2に、

県内に導入される再生可能エネルギー発電による排出削減量 35 万 t-CO2 を加え、

再生可能エネルギー導入による排出削減量を 106 万トン-CO2と算定しました。 

表 5-5 国の施策と連動した温室効果ガス排出削減効果 

部門 分類 取組の概要 削減量 

部門横断 
再生可能エネルギーの 

最大限の導入 
再生可能エネルギー導入促進等 710 

※ 国の計画における「電力分野の二酸化炭素排出原単位の低減」に係る施策による本県の削減量に、

2030（令和 12）年度の再生可能エネルギーの導入割合を乗じて算出 

表 5-6 県内に導入される再生可能エネルギー発電による温室効果ガス削減量 

 2013 年度 

（基準年度） 

2030 年度 

（見込み） 

再生可能エネルギー

電力による削減効果

向上分 

Ａ：再生可能エネルギーによる 

発電電力量 [億 kWh]  
17.34 55.18  

Ｂ：電力の排出係数 [t-CO2/千 kWh]  0.591 0.250  

Ｃ：（＝Ａ×Ｂ×100）[千 t-CO2]  1,025 1,380 355 

【参考】 電力の排出係数（東北電力）の推移 

 
2013 
年度 

2014 
年度 

2015 
年度 

2016 
年度 

2017 
年度 

2018 
年度 

排出係数 

（kg-CO2/kWh） 
0.591 0.571 0.556 0.545 0.521 0.522 

 
2019 
年度 

2020 
年度 

2021 
年度 

2022 
年度 

… 
2030 
年度 

排出係数 

（kg-CO2/kWh） 
0.519 0.476 0.496 0.477 … 

0.250 

（見込み） 

資料：経済産業省「長期エネルギー需給見通し」、環境省「温対法に基づく政府及び地方公共団体実行

計画における温室効果ガス総排出量算定に用いる電気事業者ごとの排出係数等の公表について」より

岩手県作成 

（千トン-CO2） 
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③ 森林等吸収源対策による温室効果ガス吸収量 

2022（令和４）年度の森林吸収量 152 万１千トン-CO2と、2022（令和４）年度及び

2023（令和５）年度に国との連携研究により推計した広田湾米ヶ崎半島周辺に生育す

るアマモ類の年間二酸化炭素貯留量 245 トン-CO2を加えて、2030（令和 12）年度の吸

収量として算定しました。 

 

(２) 再生可能エネルギー電力自給率の目標  

 

2030（令和 12）年度の再生可能エネルギーによる電力自給率を 66％にすること

を目指します。 

図 5-3 岩手県における再生可能エネルギーによる電力量と電力自給率 

 

表 5-7 岩手県における再生可能エネルギー種別の発電電力量（想定） 

 2013 年度 2024 年度（現状） 2030 年度 

電力量 
(百万 kWh) 

割合 
(％) 

電力量 
(百万 kWh) 

割合
(％) 

電力量 
(百万 kWh) 

割合 
(％) 

太陽光 64 4 1,296 33 1,433 26 

風力 165 9 628 16 1,575 29 

水力 1,174 68 888 22 1,130 20 

地熱 323 18 286 7 357 6 

バイオマス 9 1 855 22 1,023 19 

合計 1,734 100 3,953 100 5,518 100 
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① 目標設定の考え方 

県内需要電力量に占める再生可能エネルギーによる県内発電電力量の割合を再生

可能エネルギーによる電力自給率として定め、目標値として設定します。 

 

② 再生可能エネルギーによる電力自給率の算定方法 

再生可能エネルギーによる電力自給率の算定式は、「再生可能エネルギー電力自給

率（％）＝県内の再生可能エネルギー発電電力量÷県内需要電力量×100」とします。 

 

③ 2030（令和 12）年度の再生可能エネルギーの電力自給率の目標値 

再生可能エネルギーによる電力量は、FIT 制度による導入は減少する見込みです

が、既に予定されている事業計画や FIP 制度7など新たな導入促進施策により、今後

も増加が見込まれており、2030（令和 12）年度において、55 億 1,800 万 kWh の発電

電力量となると算定しました。 

また、東北地区の 2024（令和６）年度から 2034（令和 16）年度までの需要電力量

は、全国及び供給区域ごとの需要想定（電力広域的運営推進機関）において、半導

体工場やデータセンターの新増設等に伴う需要増を見込み、平均で年 0.3％の増加

が想定されていますが、自家消費型太陽光発電設備の導入や省エネルギー機器等へ

の更新等の施策による需要電力量の減少等を見込み、改訂前の需要電力想定である

前年度比 0.3％減少を維持し、2030（令和 12）年度において、83 億９千万 kWh の需

要電力量となると算定しました。 

これにより、2030（令和 12）年度の再生可能エネルギーの電力自給率を 66％にす

ることを目指します。 

さらに、2030（令和 12）年度以降も順調に再生可能エネルギーの導入が進むとと

もに、2021（令和３）年に海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利

用の促進に関する法律（平成 30 年法律第 89 号）に基づく準備区域に整理された久

慈市沖をはじめとした区域に洋上風力発電が導入された場合には、2040（令和 22）

年頃に再生可能エネルギーの電力自給率が 100％を超えると見込みます。 

 

 

  

 
7 FIP 制度: 再生可能エネルギーで発電した電気を売電する際、基準価格（FIP 価格）と参照価格（市場取引等により記

載される収入）の差額をプレミアム額として交付する制度。 
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(３) 森林等吸収源対策による温室効果ガス吸収量の見込み  

  

2030（令和 12）年度の森林等吸収源対策による温室効果ガス吸収量を 152 万１

千トンと見込むものとします。 

 

① 考え方 

森林については、その二酸化炭素吸収能力は、樹齢 20 年生前後が最も高いことか

ら、二酸化炭素吸収効果を安定的に発揮させるために、伐採跡地等への再造林を計

画的に進めるなど、長期的な視点で林齢構成の平準化を図っていくことにより、2022

（令和４）年度の森林吸収量を 2030（令和 12）年度の森林吸収量として見込みます。 

また、ブルーカーボンについては、2022（令和４）年度及び 2023（令和５）年度

に、国との連携研究により推計した広田湾内のアマモ類による年間二酸化炭素貯留

量 245 トン-CO2を 2030（令和 12）年度の吸収量として見込みます。 

その他の吸収源については、今後、算定が可能となった時点において、その吸収

量を実績に加えることとします。 

 

② 温室効果ガス排出削減効果 

 ア 森林吸収量 

2030（令和 12）年度における温室効果ガス吸収量の見込み 152 万１千トン-CO2は、

2013（平成 25）年度の温室効果ガス排出量 1,461 万５千 t-CO2 に対し、10％の削減

効果に相当します。 

表 5-8 岩手県における森林吸収量の推移 

年 度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 

吸収量 

（千 t-CO2） 
1,841 1,889 1,818 1,636 1,521 

※ 林野庁は、森林の拡大・縮小の変化や森林経営が行われている森林等について調査を行い、その調

査結果や各都道府県（民有林）及び森林管理局（国有林）から提出された森林資源データを基に、

１年間の樹木の増加量（体積）を推計し、森林吸収量を算定しています。 

※ 森林吸収量の計算式は、次のとおりです。 

京都議定書に基づく森林吸収量（炭素トン/年） 

＝幹の体積の増加量（m3/年）×拡大係数×（1+R/S 比）×容積密度（トン/m3）×炭素含有率×FM 率 

・ 拡大係数とは、幹の体積を地上部の体積に換算するための係数です（35 年生のスギの場合は 1.23）。 

・ R/S 比とは、地上部と地下部の体積の比率です（同 0.25）。 

・ 容積密度により、木の体積を乾燥重量に換算します（同 0.314）。 

・ 炭素含有率とは、木の乾燥重量に占める炭素の比率です（スギの場合は 0.51）。 

・ FM 率とは、全森林に対する森林経営対象森林が占める面積割合です。 

             資料：林野庁資料より岩手県環境生活企画室作成 

 

※ 岩手県の森林吸収量は林野庁が算定した吸収量の５か年を平均したものです。 
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イ その他の吸収源による吸収量 

  2030（令和 12）年度における温室効果ガス吸収量の見込み 0.2 千トン-CO2は、

2013（平成 25）年度の温室効果ガス排出量 1,461 万５千 t-CO2に対し、0.001％

の削減効果に相当します。 
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３ 「温室効果ガス排出量実質ゼロ」への道筋 

2050（令和 32）年度の温室効果ガス排出量の実質ゼロを目指します。 

 

徹底した削減対策、再生可能エネルギーの導入、森林等吸収源対策により、2050（令和

32）年度の排出量に対し同等以上の削減・吸収効果を達成することで、本県の温室効果ガ

ス排出量を実質ゼロとすることを目指します。 

再生可能エネルギーの導入は、2030（令和 12）年度以降さらに促進され、温室効果ガス

吸収量は、2030（令和 12）年度見込みと同水準で 2050（令和 32）年度まで継続されるも

のと見込みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 排出量実質ゼロ：温室効果ガスの排出量から吸収量を差し引いて、合計を実質的にゼロにすること。 

 

図 5-4 岩手県における 2050 年度までの温室効果ガス排出削減想定 

▲57％ 

▲33.8％ 

2050 年度 

排出量実質ゼロ 

基
準
年
度 

現
状
値 

目
標
年
度 
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第６章 目標の達成に向けた対策・施策 

 

１ 施策の考え方 

(１) 取組の柱と基本的な考え方                             

県では、温室効果ガス排出削減目標の達成に向けて、「省エネルギー対策の推進」、「再生可

能エネルギーの導入促進」、「多様な手法による地球温暖化対策の推進」を取組の柱と位置づ

け、国の施策と連携しながら次の基本的な考え方に基づき、効果的に施策を実施します。 

 

 ○ 県民、事業者、市町村等の主体的な取組を促進する取組 

国を上回る温室効果ガス排出削減目標の達成は容易なことではなく、県はもとより、県民、

事業者等の地域社会を構成するあらゆる主体が、それぞれの役割を認識し、主体性をもって

取り組むことが不可欠です。県では、各主体の取組が効果的に行われるよう支援するととも

に、各主体が相互に連携し相乗効果が発揮できるような施策に取り組みます。 

  

○ 本県の地域特性を生かした取組 

本県の自然的、社会的特性やこれまでの取組の課題を踏まえ、弱みを補強する施策に取り

組むとともに、本県の強みである地域資源を最大限に活用した施策に取り組みます。 

 

○ 地域経済や生活等の向上にも資する取組 

地球温暖化対策に取り組むことは、温室効果ガス排出削減だけではなく、地域経済の活性

化や雇用創出、健康寿命の延伸、防災・減災等の問題解決にもつながるなど、様々な利益を

もたらす側面があります。このようなコベネフィット1を追求し、関係する施策と連携を強化

し、相乗効果が発揮できるよう取り組みます。 

 

         表 6－1 地球温暖化対策とコベネフィットの関係図 

気候変動分野 関連する分野 

断熱性向上による温室効果ガス削減 快適性向上・健康維持 

事業活動に伴う温室効果ガス削減 エネルギーコストの削減 

移動に伴う温室効果ガス削減 健康増進、混雑緩和 

通勤交通に伴う温室効果ガス削減 仕事と育児・介護の両立 

再生可能エネルギーの拡大・系統安定化 エネルギー代金の地域内循環 

・レジリエンス2の向上 

化石燃料代替による温室効果ガス削減 地域雇用の創出・レジリエンスの向上 

エネルギー効率の向上・系統安定化 

運輸部門等の温室効果ガス削減 

エネルギー自給率向上 

・新たな地域産業の創出 

 
1 コベネフィット：一つの活動が様々な利益につながっていくこと。 
2 レジリエンス：災害をもたらす外力からの「防護」にとどまらず、国や地域の経済社会に関わる分野を幅広く対象にして、

経済社会のシステム全体の「抵抗力」、「回復力」を確保すること。 

省エネルギー住宅 

省エネルギー設備 

自転車利活用 

テレワーク 

分散型エネルギー 

バイオマス発電・熱 

水素利活用 
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○ グリーントランスフォーメーション（GX）を推進する取組 

  地球温暖化対策は、今後 10 年間に経済、社会、産業の変革であるグリーントランスフォー

メーション（GX）へ 150 兆円の官民投資を行うという政府方針が示されるなど、新たな段階に

入りつつあり、あらゆる政策分野で、県民や事業者との連携・協働を深め、脱炭素に向けた施

策に総合的に取り組み、GXを推進します。 

 

○ SDGs（持続可能な開発目標）を踏まえた施策の推進 

SDGs（持続可能な開発目標）とは、発展途上国と先進国が共に取り組むべき国際社会全体の

普遍的な目標であり、2015（平成 27）年に国連サミットで採択された「持続可能な開発のため

の 2030アジェンダ」に記載されている国際目標です。 

SDGs には、持続可能な世界を実現するための 17 のゴールが掲げられており、本計画の取組

と合致する部分があることから、SDGsとの関連性も踏まえて施策を推進します。 

 

○ グリーンボンドの発行による施策の推進 

ESG 投資3の考え方が世界的に浸透しており、国内においても機関投資家の間で ESG 投資への

ニーズが高まっています。 

ESG/SDGs地方債4のうち、環境問題の解決に資する事業に要する資金調達を目的とした債券で

あるグリーンボンドを発行し、本計画の施策を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

         

 

 
3
 ESG 投資：従来の財務情報だけでなく、環境（Environment）・社会（Social）・ガバナンス（Governance）要素も考慮した投

資のこと。 
4 ESG/SDGs 地方債：地方公共団体が発行する、①環境・社会へのポジティブなインパクトを有し、一般的にスタンダードと認

められている原則（ICMA 原則等）に沿った認証を取得した債券であり、②対象事業全体が SDGs に資すると考えられ、改善効

果に関する情報開示が適切になされている債券のこと。 

資料：持続可能な開発のための 2030 アジェンダ国際連合センター 
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表 6-2 各取組の施策体系と SDGsの関連性 

本計画の施策体系 SDGs(持続可能な開発目標) 

省エネルギー対策の推進 ７ エネルギーをみんなにそしてクリーンに 

９ 産業と技術革新の基礎をつくろう 

11 住み続けられるまちづくりを 

12 つくる責任 つかう責任 

再生可能エネルギーの導入促進 ７ エネルギーをみんなにそしてクリーンに 

９ 産業と技術革新の基礎をつくろう 

多様な手法による地球温暖化対策

の推進 

  

13 気候変動に具体的な対策を 

14 海の豊かさを守ろう 

15 陸の豊かさを守ろう 

17 パートナーシップで目標を達成しよう 
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(２) 施策体系 

  県民一人ひとりが年々深刻さを増す地球温暖化と気候変動を「自分事」として捉えると

ともに、市町村、関係団体等の各主体が、それぞれの役割を果たしながら、各主体相互の

連携・協働のもとで施策を推進していく必要があります。 

 

施策 
市 
町 
村 

県 
 
民 

事
業
者
等 

１ 省エネルギー対策の推進 
 ① 家庭における省エネルギー化 

  ・ 住宅、建築物の省エネルギー化   ● ● ● 

  ・ 省エネルギー性能の高い設備・機器の導入促進 ● ● ● 

  ・ エネルギーの効率的使用促進 ● ● ● 

 ② 産業・業務における省エネルギー化 

  ・ 省エネルギー活動の促進   ● 

  ・ 脱炭素経営等の促進   ● 

  ・ 情報通信技術や最先端技術を活用した事業活動等の環境負荷低減の取組推進   ● 

 ③ 運輸における省エネルギー化 

  ・ 公共交通機関等の利用促進 ● ● ● 

  ・ 自動車交通における環境負荷の低減 ● ● ● 

  ・ 環境負荷の低減に向けた物流の推進   ● 

２ 再生可能エネルギーの導入促進 
 ① 着実な事業化と地域に根ざした再生可能エネルギーの導入 

  ・ 導入量拡大に向けた取組の推進 ●  ● 

  ・ 関連産業への参入支援など地域に根ざした取組の推進   ● 

  ・ 地域環境に配慮した再生可能エネルギーの導入促進 ●  ● 

 ② 自立・分散型エネルギーシステムの構築 

  ・ 自立・分散型エネルギーシステムの構築 ● ● ● 

  ・ エネルギーの地産地消に向けた取組 ● ● ● 

 ③ 水素等の利活用推進 

  ・ 水素の利活用推進 ●  ● 

  ・ その他次世代エネルギーの利活用推進 ●  ● 

 ④ 多様なエネルギーの有効利用 

  ・ バイオマスエネルギーの利用促進 ● ● ● 

  ・ 未利用エネルギーの活用 ● ● ● 

３ 多様な手法による地球温暖化対策の推進 

 ① 温室効果ガス吸収源対策 

  ・ 持続可能な森林の整備 ● ● ● 

  ・ 県産木材の利用促進 ● ● ● 

  ・ 県民や事業者の参加による森林づくりの推進 ● ● ● 

  ・ ブルーカーボンの推進 ●  ● 

  ・ その他の吸収源対策の促進 ●  ● 

 ② 廃棄物・フロン類等対策 

  ・ 廃棄物の発生・排出の抑制、リサイクルの促進 ● ● ● 

  ・ 循環型社会を形成するビジネス・技術開発の支援   ● 

  ・ フロン類の排出抑制等の促進 ● ● ● 

  ・ メタン、一酸化二窒素等の排出削減対策の促進 ● ● ● 

 ③ 基盤的施策の推進 

  ・ 県民運動の推進 ● ● ● 

  ・ 分野横断的施策の推進 ● ● ● 

  ・ 環境学習の推進 ● ● ● 

 ④ 県の率先的取組の推進 － － 県 

表 6－3 施策体系 [主な実行主体] 
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○ 各施策の推進指標について 

各施策の推進指標は、施策の実施状況を示す指標で、施策の進捗状況の評価に活用するもの

であり、2030（令和 12）年度までの目標値を設定するものです。 

また、本計画は、「いわて県民計画（2019～2028）」における基本的な考え方や政策推進の基

本方向を踏まえ、これと一体的に推進しており、各推進計画等で設定している指標については、

当該推進計画等が改訂された時点で、目標値を置き換えることとします。 
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２ 各施策の取組 

本計画の目標を達成するため、経済的手法、規制的手法、情報的手法などの多様な手法を

用いるとともに、新たな施策を含む次の取組について、重点取組と位置づけ、施策を実施し

ます。 

 

            表 6-4 重点取組と施策の手法 

施策の手法 重点取組 

経済的手法 

（助成等） 

・ 事業者の省エネルギー設備や再生可能エネルギー設備導入に係る費用

負担を軽減するための補助や国の制度の活用 

・ 一定の省エネルギー性能を備え、県産木材を活用した住宅の新築、リ

フォームの助成 

規制的手法 ・ 地球温暖化対策計画書制度における指導・助言の実施 

・ 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（以下「建築物省エ

ネ法」という。）改正（戸建住宅等に係るエネルギー消費に関する説明義

務付け）の円滑な運用 

情報的手法 

(普及啓発、

意 識 改 革

等) 

・ 家庭のエネルギー使用量の把握と適切な省エネルギー手法の情報提供 

・ 地球温暖化に関する出前授業等の実施による学校における環境学習の

充実 

・ 高効率な省エネルギー製品や電動車への買換えに向けた省エネルギー

性能等の情報提供 

その他 ・ 県有施設への再生可能エネルギー導入 

・ 岩手県産再生可能エネルギー電気のブランド化 

   ※なお、本項に記載する取組のうち、今回の見直しで新たに盛り込む取組については新規の表示を付加 
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(１) 省エネルギー対策の推進 

  ―エネルギー消費量の削減に向けたエネルギー利用の効率化―   

 

① 家庭における省エネルギー化 

2022（令和４）年度の家庭部門における二酸化炭素排出量は、205万８千トン-CO2（二

酸化炭素総排出量に係る構成比 19.1％）と産業、運輸部門に次いで多くなっています。 

家庭においては、冬場の暖房等による灯油消費が多くなっていることから、住宅の省

エネルギー性能の向上を図るとともに、再生可能エネルギーの導入や家庭で使用される

機器のエネルギーの効率向上など、家庭における省エネルギー化を促進します。 

 

【具体的な取組内容】

■  住宅、建築物の省エネルギー化       

住宅等への再生可能エネルギー設備の導入や、省エネルギー性能の優れた住宅等の

普及を促進します。 

・ ZEH 水準を上回る基準の住宅や住宅への再生可能エネルギー設備導入に係る普及促

進 

・ 戸建住宅等におけるエネルギー消費性能に関する説明の義務付けに係る制度の円滑

な運用及びエネルギー消費性能基準への適合に向けた取組を促進 

・ 住宅の省エネルギー化を進める人材育成のための建築技術者向けセミナーの開催 

・ 一定の省エネルギー性能と県産木材を活用するなど岩手らしさを考慮した「岩手型

住宅」の一層の普及促進 

・ 住宅の断熱性能等を評価する「住宅省エネ診断」や省エネルギー化改修に係る補助

等による既存住宅の省エネルギー性能の向上の促進 

・ 住宅への太陽光発電設備等の再生可能エネルギーの導入促進 

・ 公営住宅の省エネルギー化の推進 
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■  省エネルギー性能の高い設備・機器の導入促進 

家電製品などの購入や買換えにおいて、高効率な省エネルギー機器の選択を促進し

ます。  

・ 講習会の実施やわんこ節電所等による家電製品の省エネルギー性能や経済的メリッ

ト等の情報提供による高効率な省エネルギー家電の普及促進 

・ 高効率給湯器、家庭用コジェネレーションシステムなどの省エネルギー効果やラン

ニングコスト、購入支援制度等の情報提供による高効率な省エネルギー設備の普及促

進 
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